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1. 気候変動 

(1) 概要 

1) 気候変動とは 

 産業革命以降、人間活動による二酸化炭素等の温室効果を有するガス（温室効果ガス：

Greenhouse Gases、以下「GHG」）が大気中に大量に放出されており、これらのガスの大気中濃

度の上昇に伴い地球全体の平均気温が上昇する地球温暖化が起きています。 

 地球温暖化の進行は、異常気象や海面の上昇等の深刻な影響を引き起こす危険性があります。こ

のまま GHG 排出量が増大すれば、人々や生態系、社会にとって深刻かつ不可逆的な影響が生じる

可能性が高まります。 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書では、このまま GHG が排出され続

ければ、世界の地上平均気温は 2100 年までに産業革命以前と比べて最大 4.8℃上がると予測され

ています。 

 

2) 気候変動に関連する国内外の動向 

 地球温暖化防止のための国際条約として、気候変動に関する国際連合枠組条約（気候変動枠組条

約）があります。この条約では、GHG の大気中濃度を自然の生態系や人類に危険な悪影響を及ぼ

さない水準で安定化させることを究極的な目的として掲げています。 

 この枠組み条約の下、2015 年 12 月に、産業革命以前に比べて、世界全体の平均気温の上昇を 2℃

より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること、そのために、今世紀後半に

人為的な GHG 排出量を実質ゼロにすることを目標とした「パリ協定」が採択されました。 

 パリ協定では、すべての国が GHG 排出削減目標を中心とする「自国が決定する貢献（NDC）」を

５年ごとに提出・更新し、実施状況を報告し、レビューを受けることを義務付けています。我が

国では、中長期目標として 2030 年度に 2013 年度比 26％減、また、長期的目標として 2050 年ま

でに 80％減を目指すことを「地球温暖化対策計画」（2016 年 5 月 13 日閣議決定）で掲げていま

す。 

 2018 年 10 月には、IPCC が、気候変動の脅威への世界的な対応の強化と持続可能な発展及び貧困

撲滅への努力の文脈における、工業化以前の水準から 1.5℃の気温上昇による影響、リスク及びそ

れに対する適応、関連する GHG 排出経路、GHG 排出削減（緩和）等に関する特別報告書

（1.5℃特別報告書）
1
を公表しました。 

  

                                                   
1 IPCC, Global Warming of 1.5 ℃, an IPCC special report on the impacts of global warming of 1.5 °C above pre-

industrial levels and related global greenhouse gas emission pathways, in the context of strengthening the global 

response to the threat of climate change, sustainable development, and efforts to eradicate poverty (SR15)（IPCC ウ

ェブサイト 2019 年 3 月閲覧）https://www.ipcc.ch/sr15/ 

https://www.ipcc.ch/sr15/
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3) 気候変動の影響による災害、及び適応対策 

 近年では、温暖化の影響による災害の増加も問題となっています。異常気象による年間の経済損

失規模は 1980 年代の年間 500 億ドルから、過去 10 年間は年間 2,000 億ドル弱へと増加していま

す（世界銀行 2013 年報告書等2）。また、2016 年の報告書3では、自然災害による損失額は 5,200

億ドルに相当するとされています。  

 これらの、気候変動により生じる被害を回避・軽減するため、GHG 排出量を削減する「緩和」対

策のみならず、「適応」対策も重要となります。気候変動適応法（2018 年 6 月制定、12 月施行）

の下、気候変動適応計画（2018 年 11 月 27 日閣議決定）において、我が国の気候変動適応に関す

る施策の基本的方向性や、気候変動適応に関する分野別施策等が示されており、事業者による事

業に応じた適応の推進、適応ビジネスの推進が求められています。 

 

4) 低炭素経済への移行 

 パリ協定の採択以降、世界全体で、事業者や投資家を含む様々なステークホルダーによる、低炭

素経済への移行・脱炭素社会に向けた取組が急速に進んでいます。事業者を中心とした SBT

（Science Based Targets)や RE100 などのイニシアティブが進められており、気候変動への積極

的な対応、野心的な目標設定が奨励されています。今後、エネルギー・資源の需給や価格の変

動、化石燃料の使用に対する社会的な意識の高まり、GHG 排出規制の強化、及び産業構造の転換

など、さまざまな社会変化が起きる可能性があります。 

 気候変動対策のために GHG 排出量を削減しなければならない状況下において、規制等の強化によ

り化石燃料はエネルギー源として活用できなくなり、一部では、資産価値が失われる可能性があ

るとも言われています（座礁資産）。資産価値が失われてしまった場合、化石燃料関連の事業を行

っている事業者は減損処理を余儀なくされ、投資回収ができなくなる他、それらの事業に投資あ

るいは融資を行っている投資家や金融機関にも、資金回収ができなくなるリスクがあります。こ

のように、投資家や金融機関にとっては、投資先がリスク・リターンを考え、気候変動に対して

備えているか、また、機会をとらえようとしているかといった情報が重要となります。 

 事業者によるこれらの情報開示が重視されており、気候関連財務情報開示タスクフォース

（TCFD）4により、気候変動がもたらすリスク及び機会の財務的影響を把握し開示することを求

める最終報告書が出されました。TCFD の最終報告書は、多くの G20 諸国において、上場企業に

は財務報告（日本では、主に有価証券報告書を指す）の中で重要な情報を開示する法的義務があ

ることをふまえた上で、主要な年次財務報告の中で重要な気候関連財務情報を開示するよう求め

ています。事業者は環境問題としてだけでなく、経営の課題として気候変動問題を考えることが

求められています。 

                                                   
2 世界銀行（2013）「Building Resilience Integrating Climate and Disaster Risk into Development」、2013 年 11 月

18 日世界銀行プレスリリース「温暖化に伴い極端な天候による被害が続出」 

3 世界銀行（2016）「Unbreakable : building the resilience of the poor in the face of natural disasters」 

4 各国の中央銀行総裁および財務大臣により構成される金融安定理事会の作業部会として、投資家等の適切な投資判断

を促すために、事業者等による気候変動関連財務情報の開示を促すことを目的とし 2015 年に設置された。 



気-3 

 

5) 気候変動に関する問題が事業にどう関係するのか 

 TCFD の最終報告書5では、気候関連リスクと低炭素経済への移行はほとんどの経済部門や産業に

影響を及ぼすものであり、その移行に伴う変化には大きなリスクが伴うと同時に、気候変動の緩

和と適応策に重点を置く組織にとっては重要な機会を創出する、とされており、気候変動がもた

らす事業者のリスク・機会は以下のように整理されます。 

 まず、リスクについては、物理的リスクと移行リスクに分類されます。 

 物理的リスク：異常気象の激甚化等の急性リスク及び、降雨パターン変化や平均気温上昇、

海面上昇等の慢性的リスク 

 移行リスク：低炭素社会への移行に伴う政策・法規制の変化、技術の変化、市場の変化、評

判に係るリスク 

図表 1 気候変動に関する問題が事業に与えるリスク・機会の例 

 

（出所）気候関連財務情報開示タスクフォース（2017）「最終報告書 気候関連財務情報開示タスクフォースの勧告」

（サステナビリティ日本フォーラム訳）6表 1 及び表 2 より作成 

 

 

 

                                                   
5 気候関連財務情報開示タスクフォース（2017） 「最終報告書 気候関連財務情報開示タスクフォースの勧告」（サス

テナビリティ日本フォーラム訳） 

6 サステナビリティ日本フォーラムウェブサイト（2019 年 3 月閲覧）https://www.sustainability-fj.org/reference/ 

https://www.sustainability-fj.org/reference/
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 事業者が物理的リスク及び移行リスク、機会を考慮する際は主に以下に留意します。 

 物理的リスク 

 自社（及びグループ）の物理的リスクが高くない場合でも、サプライチェーン上の取引先

の物理的リスクが高い場合、影響を受けるおそれがあります。例えば、アウトソース先、

原料の調達先での大雨、洪水、干ばつなどの異常気象は、サプライチェーンの分断のリス

クがあり、自社の操業や競争力に影響を与える可能性があります。また、降水パターンの

変化などは農作物や水などの原料調達先での原料の収量に影響を与える可能性がありま

す。サプライチェーンは、国内にとどまらず海外に多様かつ複雑に広がっており、サプラ

イチェーン上の関連企業が多くなるほど、このような物理的リスクの影響を受ける可能性

が高くなります。 

 移行リスク 

 政策・法…GHG 排出規制の強化や炭素税、気候変動への適応を促進する政策など、変化し

続ける気候変動関連の政策への対応コストが生じる可能性があります。さらに、気候関連

の訴訟や法的リスクが高まる可能性があります。 

 技術…省エネ、低排出、エネルギー転換などへの設備投資、必要な技術開発など、低炭素

技術への移行にかかる短期的なコスト増も想定されます。さらに、低炭素技術への移行に

伴い既存技術が置換されるリスクも想定されます。また、対応の遅れが先々の急激な支出

をもたらす恐れもあります。 

 市場…市場が気候変動の影響を受ける多様かつ複雑である道筋を理解することが重要で

す。例えば、エネルギー資源に関する資産価値の変化に伴う原材料コストの変化による市

場評価は、企業の資金調達力に影響を及ぼす可能性があります。 

 評判…消費者選好の変化などにより、製品・サービスに対する評判が変化し、企業ブラン

ドへ影響を与え、市場が変化する可能性があります。また、消費者や事業者の環境意識の

高まりを受け、サプライチェーン上で、取引先からの影響を受ける可能性があります。例

えば、高い再エネ目標を掲げている取引先がサプライヤーに対して同様の取組を求める例

があります。 

 制度、技術、市場、産業構造等の変化に対応するためには、従来型の環境マネジメントの

延長（エネルギー原単位の〇％改善等）だけでは足りない可能性があり、ビジネスモデル

の変革が求められることがあります。 

 機会 

 資源効率…世界経済は拡大し人口が増加し続け、情報機器が普及し人々のライフスタイル

も変化する中で、エネルギー需要は増大しています。多くの業界では、電力や燃料などの

事業活動に関連するエネルギー消費が、最も大きな GHG 排出源となります。エネルギー価

格の変動は、事業コストに影響を与えます。工場やビル・建物の省エネルギー化を進める

ことは、コスト削減に有効です。また、原料、水、廃棄物の管理において、輸送手段や生

産・流通プロセスの効率化を図ることで操業コストを低減することができます。コストの

削減を通じた製品・サービスの提供は事業者の競争力の強化につながり、収益拡大の機会

をもたらします。 

 エネルギー源…再生可能エネルギーの活用など、より低排出なエネルギー源を使用するこ

とで、炭素価格上昇によるコストを抑えることができ、エネルギー調達で競争力を向上す

ることにつながる可能性があります。操業に必要なエネルギーを確保しつつ、GHG 排出量

の削減を達成することができます。また、再生可能エネルギーの活用等に取り組む企業は
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エネルギー転換促進策や、再生可能エネルギー等への融資に降り組むグリーンファイナン

ス等による支援によるビジネスチャンスの拡大の可能性があります。 

 製品・サービス…消費者が使う製品・サービスの低炭素化や新技術の活用は事業者の競争

力を向上する可能性があります。そのようなイノベーション力、技術力をもつ事業者にと

っては、新たな製品・サービスの提供によるビジネスチャンスが考えられます。また、起

こってしまう環境変化への対応として適応ビジネスによる新たな収益を得る可能性があり

ます。 

 市場…事業者にとって、気候変動問題への対策は、新市場開拓、新しい消費者ニーズへの

対応によるビジネチャンスとなる可能性があります。 

 強靭性（レジリエンス）…気候変動に対するレジリエンスは、事業者が気候変動の影響に

よる物理的リスク及び移行リスクへの対応能力を構築するとともに機会を捉えることに繋

がります。例えば、気候変動の影響による干ばつや洪水等の影響を受けやすい地域から調

達している原料の代替や原料の多様化により事業者及びサプライチェーンのレジリエンス

を強化することができます。 
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(2) 用語解説 

 カーボンバジェット（炭素予算）： 

人間活動を起源とする気候変動による地球の気温上昇を一定のレベルに抑える場合に想定される、

GHG の累積排出量（過去の排出量と将来の排出量の合計）の上限値をいう。⇒続き（EIC ネット）
7 

 座礁資産（stranded asset）： 

市場環境や社会環境の激変により、価値が大きく毀損する可能性のある資産のこと。⇒続き（EIC

ネット） 

 スコープ 1～3： 

GHG 排出量は、GHG 排出量の算定及び報告の国際基準（GHG プロトコル）に定義されているス

コープ 1～3 に分類される。スコープ 1 は、事業者が自社で直接的に排出する GHG 排出量（燃料

の燃焼、工業プロセス等）を表し、スコープ 2 は、他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴

い間接的に排出される GHG 排出量、スコープ 3 は、事業者の活動に関連する他社からのその他の

間接的な GHG 排出量を表す（スコープ 2 を除く）その他の間接的な GHG 排出量を表す。（環境

省・経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」

参照） 

⇒詳しく（サプライチェーン排出量に関する情報プラットフォーム） 

 ダイベストメント： 

気候変動問題との関連で注目されているダイベストメント（Divestment）とは、化石燃料産業や石

炭産業から、すでに投資している金融資産を引き揚げることによって投資の脱炭素化を図ることで

ある。本来ダイベストメントとは、投資（Investment）の対義語で、すでに投資している金融資産

を引き揚げることを意味する。その形式には、持株・自社事業売却に加え、融資引き揚げや停止も

含まれる。⇒続き（EIC ネット） 

 レジリエンス： 

防災分野や環境分野で想定外の事態に対し社会や組織が機能を速やかに回復する強靭さを意味す

る用語として使われるようになった概念。気候変動レジリエンスは、自然災害一般への対応に共

通する側面をもちながらも、特に地球温暖化に起因する環境変化への脆弱性の改善と中長期的な

順応的管理が重視されている。⇒続き（EIC ネット） 

 CDP： 

CDP（旧名称カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）とは、機関投資家が連携して運営す

る国際 NPO である。世界の事業者に対して、「気候変動」「ウォーター（水）」「フォレスト（森林）」

「サプライチェーン」に関する情報開示を求める質問書を送り、その回答を分析・評価してスコア

リングを公開している。CDP 気候変動は 2002 年から開始。上場企業を中心に、気候変動に関する

ガバナンス、リスク及び機会、排出量等について質問票を送付し回答を求めている。 

 GHG プロトコル： 

GHG 排出量の算定及び報告の世界的な事実上の標準（de facto standard）。持続可能な開発のため

の世界経済人会議（World Business Council for Sustainable and Development: WBCSD）及び世

界資源研究所（World Resource Institute: WRI）による主導の下、事業者や環境専門家、政府の専

門家等の複数の利害関係者の協力により作成された。 

                                                   
7 EIC ネット（（財）環境イノベーション情報機構）（2019 年 3 月閲覧） http://www.eic.or.jp/ 

http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4548
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4548
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4483
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4483
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4551
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4525
http://www.eic.or.jp/
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 NDC（Nationally Determined Contribution）： 

2020 年以降の世界全体の GHG 排出削減目標達成に向けて、自国が決定した貢献。 

パリ協定批准前の「自国が決定する貢献案（INDC：intended nationally determined contribution）」

が原案となっている。 

2013 年 11 月にポーランド・ワルシャワで開催された気候変動枠組条約（UNFCCC）第 19 回締約

国会議（COP19）において、2015 年末にフランス・パリで開催される COP21 に先立ち、国連気候

変動枠組条約事務局に INDC を提出することがすべての国に求められた。各国は自主的に GHG の

排出削減目標、目標達成のための対策、適応策などを提出した。⇒続き（EIC ネット） 

 RE100： 

事業運営を 100％再生可能エネルギーで賄うことを目標とする国際イニシアティブである。⇒続き

（EIC ネット） 

環境省は行政機関として初となる「RE100 アンバサダー（RE100 を広めるための大使））」として

イニシアティブに参加している。 

 SBT イニシアティブ： 

SBT は、「Science-based Targets」の頭文字を取った略称で、日本語では「科学的根拠に基づく目

標」とも呼ばれている。SBT イニシアティブとは、事業者に対し「科学的根拠」に基づく「二酸化

炭素排出量削減目標」を立てることを求めるイニシアティブで、CDP、世界資源研究所（WRI）、

世界自然保護基金（WWF）、国連グローバル・コンパクト（UNGC）によって 2014 年 9 月に設立

され、この 4 団体が連携して事務局を務めている（2019 年 3 月末時点）。⇒続き（EIC ネット） 

 

 

  

http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4472
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4552
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4552
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4553
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(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 

 事業者は、自社による直接的な環境負荷だけでなく、事業活動による間接的な環境負荷を考慮す

ることが大切です。自社では把握していない、事業に関連した重大な排出量、エネルギー使用量

があるかもしれません。重要性を判断するにあたっては、バリューチェーンを通した視点が重要

となります。 

 気候変動問題は、バリューチェーン上で様々なリスク・機会をもたらす可能性があります。例え

ば、調達や流通段階において、原材料の調達コストの上昇や自然災害等による操業停止、温暖化

に関わる GHG 排出規制等の導入に伴う操業コストの上昇などの影響をもたらします。生産段階に

おいて、事業地域での GHG 排出規制などの政策動向は、エネルギーコストの変化、事業者の取組

に応じた競争力の変化などをもたらします。使用段階においては、低炭素経済への移行に伴う市

場の需要の変化、消費者の環境意識の高まりによる消費者選好の変化に伴う収益の増減、評判の

変化などの影響をもたらします。 

 事業活動を持続させるうえで、バリューチェーンのどこで排出量が発生しているのか、エネルギ

ー使用が必要となるのかを考慮し、自社の気候関連リスク・機会を評価することが重要です。 

 気候変動問題による影響は、不確実性を伴い、中長期的に顕在化する可能性があるので、重要性

の検討にあたっては、中長期的な視点で、事業活動に影響しうるリスク・機会を考慮することが

重要です。 

 

2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 

 気候変動問題を重要な環境課題であると判断した場合、事業者は、自社及びサプライチェーン上

で特定・評価されたリスク・機会に応じて、取組方針・行動計画を記載します。 

 策定にあたっては、我が国の気候変動問題への対応方針や対策を示している「地球温暖化対策計

画」や「気候変動適応計画」等を参考にすることができます。 

 業種、業態、事業規模によっては、シナリオ分析によって長期的な戦略の妥当性を検証すること

が重要となります（詳細解説「戦略（シナリオ分析）」を参照）。 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 1．気候変動） 

□ シナリオ分析 
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 気候変動問題は、国連「持続可能な開発目標（SDGs）」でも言及されており、持続可能なエネル

ギーの確保、強靭性（レジリエンス）のあるインフラの構築、気候変動による影響を軽減するこ

となどが目指されています。SDGs のターゲットの中から自社の事業活動と特に関わりが深い項

目を選び、取組方針・行動計画に活用することもできます。 

図表 2 気候変動と関連が深いと考えられる SDGs 2030年目標の例 
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3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計範囲 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

 取組方針・行動計画の進捗状況の進捗管理と実績報告のために、適切な実績評価指標を設定します。

取組の実施結果を実績評価指標で評価し、取組目標と対比し、取組方針・行動計画の進捗状況を説

明します。 

 以下に、実績評価指標の参考となる報告事項を例示し、留意点や一般的な算定例等を説明していま

すが、ビジネスモデル等、各社の特性に応じた実績評価指標を設定することが重要です。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 1．気候変動） 

温室効果ガス排出 

□スコープ 1 排出量 

□スコープ 2 排出量 

□スコープ 3 排出量 

原単位 

□温室効果ガス排出原単位 

エネルギー使用 

□エネルギー使用量の内訳及び総エネルギー使用量 

□総エネルギー使用量に占める再生可能エネルギー使用量の割合 

ア 温室効果ガス排出 

(ア) 留意点 

 我が国の事業者や事業所には、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」）に基づく温

室効果ガス排出量算定・報告・公表制度（算定・報告・公表制度）やフロン類の使用の合理化及

び管理の適正化に関する法律（以下「フロン排出抑制法」）、一部の地方公共団体の条例に基づく

各制度等、法規制等に基づく算定・報告義務があります。 

 任意の仕組みである CSR 報告書等での環境報告では、合理的な方法であれば、どのような算定方

法を用いることも可能です。しかし、用いた算定方法によって算定される GHG 排出量は変わって

きますので、算定結果の開示とともに、算定方法を記載する必要があります。 
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 環境報告ガイドライン 2018 年版では、GHG 排出量の区分は、GHG プロトコルのスコープ別の

考え方を採用しました。これは、GHG プロトコルが GHG 排出量の算定ガイドラインとして世界

的な事実上の標準（de facto standard）となっているためです。算定方法についても、主に GHG

プロトコルを前提に解説し、必要に応じ温対法等の説明を加えています。 

図表 3 GHGプロトコルにおける GHG排出量の分類 

 

（注）「温対法での取扱」は、GHG プロトコルとの対比のための参考情報で、網羅的な記載ではありません。 

温対法での取扱の詳細は、「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」ウェブサイト（https://ghg-

santeikohyo.env.go.jp/about）を御確認ください。 

【GHG 排出量の報告対象】 

 報告の対象となる GHG は、以下の通りです。 

 二酸化炭素 

 メタン 

 一酸化二窒素 

 代替フロン等 4 ガス（HFC：ハイドロフルオロカーボン、PFC：パーフルオロカーボン、

SF6：六ふっ化硫黄、NF3：三ふっ化窒素） 

  

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/about
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/about
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【GHG 排出量の算定の手順】 

 GHG プロトコルでは以下のような章立てとなっており、事業者がその GHG 排出量を算定する際

に参考とすべきステップが示されています。 

 第 1 章 GHG 算定及び報告の原則 

 第 2 章 ビジネスゴールとインベントリの設計 

 第 3 章 組織境界の設定 

 第 4 章 活動境界の設定 

 第 5 章 排出量の経時的な追跡 

 第 6 章 GHG 排出源の特定と排出量の計算 

 

①  ステップ 1 GHG 排出量の算定目的の設定 

 事業者がその GHG 排出量を算定する目的は、この後のステップで算定に含めるべき組織境界や活

動境界、算定に用いる排出係数等を検討する際に大きな影響を与えます。したがって事業者はま

ず、何のために GHG 排出量を算定するのかを明確化することが求められます。 

 環境報告ガイドラインでは環境報告がその目的となりますので、事業者は環境報告を利用するス

テークホルダーがどのような情報開示を求めているのかを自ら認識することが重要となります。 

 なお、我が国の事業者においては、環境報告以外にも以下のような目的が想定されます。 

 温対法に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度やフロン排出抑制法、一部の地

方公共団体の条例に基づく各制度等、法規制等基づく算定・報告義務への対応 

 投資家や NGO 等のステークホルダーからの要求に応えるための、自主的な GHG 排出量

の情報開示（例えば、CDP 気候変動）、GHG 排出削減目標の設定（例えば、SBT イニシ

アティブ）やサプライチェーン排出量の可視化 

 

②  ステップ 2 組織境界の設定 

 設定された GHG 排出量算定の目的に合わせて、算定対象組織の範囲（組織境界）を設定します。 

 環境報告ガイドライン 2018 年版では、報告対象組織は、財務報告における連結財務諸表の対象組

織である事業者集団としています。 

 GHG プロトコルでは、以下に示す組織境界の設定方法に従って連結の GHG 排出量を算定し報告

することが求められています。その方法には、「出資比率アプローチ（equity share approach）」

と「支配力アプローチ（control approach）」のいずれかを用いることが求められています。さら

に支配力アプローチにおいて支配力を有するかどうかは、財務支配力（financial control）あるい

は経営支配力（operational control）のいずれかによって決定されます。 
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図表 4 出資比率アプローチと支配力アプローチ 

 
 

③  ステップ 3 活動境界の設定 

 設定された組織境界における、事業活動の境界を設定します。事業活動（活動境界）を明確化す

ることで、事業者は自ら管理する排出源からの直接排出量（スコープ 1）、他の事業者が所有また

は管理している排出源からの排出量（スコープ 2）及びその他の間接排出量（スコープ 3）を特定

することができます。 

 なお、自社と組織境界に含める子会社等との間で同一排出源を双方で算定対象とすることがない

ように注意が必要です。 

【スコープ 3 排出量について】 

 GHG プロトコルのスコープ 3 ガイドラインでは、事業者のスコープ 3 排出量について、以下の理

由から一部の活動を算定対象範囲から除外することも認めています。 

 排出量が小さくサプライチェーン排出量全体に与える影響が小さいもの 

 事業者が排出や排出削減に影響力を及ぼすことが難しいもの 

 排出量の算定に必要なデータの収集等が困難なもの 

 自ら設定した排出量算定の目的から見て不要なもの 

 温対法での特定輸送排出者が算定している、自社が荷主となる貨物の輸送に伴うエネルギー起源

CO2排出量は、スコープ 1 とスコープ 3 に分かれます。 
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図表 5 荷主による輸送排出量の分類の例 

 

（注）スコープ及びスコープ 3 カテゴリー分類の詳細は、「GHG プロトコル」ウェブサイト（http://ghgprotocol.org/）

を御確認ください。 

 

④ ステップ 4 排出源の特定 

 算定対象として特定された組織及び活動における GHG 排出源を特定します。 

 以下の分類に留意して、漏れがないように排出源を特定します。 

 固定施設による燃焼：ボイラー、炉、タービン、加熱器、焼却炉等の施設での燃料燃焼 

 移動・輸送手段による燃焼：自動車、トラック、鉄道、航空機及び船舶等での燃料燃焼 

 工業プロセスからの排出：物理的または化学的プロセスからの排出 

 漏えいによる排出：故意にあるいは意図しない GHG の漏出（例：電気機器からの SF6 の漏

出、チラーからのフロンの漏出） 

 

⑤ ステップ 5 GHG 排出量の算定方法の決定 

 ステップ 4 で特定された排出源ごとに、GHG 排出量の算定方法を決定します。 

 GHG 排出量の一般的な計算方法は、以下の通りです。 

＜燃料の燃焼に伴う CO2排出量＞ 

＝燃料使用量×燃料の単位発熱量×排出係数（燃料の単位発熱量あたりの炭素排出量）×44/12 

＜外部から供給された電力や熱の使用に伴う CO2排出量＞ 

＝外部から供給された電力や熱の使用量×排出係数 

＜燃料の燃焼以外の活動に伴う CO2排出量あるいは CO2以外の GHG 排出量＞※ 

＝活動量（×燃料の単位発熱量）×排出係数 

※ いろいろなケースが考えられるため、活動の種類ごとに算定式の確認が必要です。 
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 活動データの収集、排出係数の取得方法や GHG 排出量算定方法については、ステップ 6 も参照

してください。 

 

⑥ ステップ 6 活動データの収集と排出係数の選択と GHG 排出量の算定 

 ステップ 5 で決定された算定方法に基づき、GHG 排出量の算定に必要な活動量を収集し、排出係

数を選択します。 

【活動データの収集】 

 活動データの収集に際しては、データの入手可能性及び品質（正確性）を考慮し、最適な収集方

法を決定する必要があります。例えば、燃料や電気の使用量は燃料供給会社あるいは電力会社と

の取引記録（請求書等）から把握することができます。在庫が存在する固体燃料や液体燃料の使

用量については、保管場所の規模等により、購入量と払出量との間で差異が生じる場合がありま

す。その観点では、購入量よりも払出量から把握する方がより正確性が高いといえます。 

【気体燃料の使用量】 

 我が国においては、都市ガスのスコープ 1 に占める割合が大きくなっていますが、都市ガスの成

分、温度、圧力は日本全体で必ずしも一律ではありません。 

 標準状態を前提とする発熱量や排出係数を用いる場合、活動量を標準状態に換算する必要があり

ます。温対法においては、「計測時圧力又は計測時温度が求められない場合は、計測時体積を標準

状態体積の値」を用いることとなっていますので、契約ガス会社がウェブサイト等で公表してい

る標準状態体積の求め方について参考にすることができます。 

【単位発熱量】 

 環境報告では、合理的であれば、任意の単位発熱量を利用することができます。それぞれの事業

活動の実態に沿った精度の高い単位発熱量を用いることが望まれます。 

 スコープ 1 の算定において、燃料の使用に伴う CO2排出量は、燃料種ごとの単位発熱量と単位発

熱量あたりの CO2（あるいは炭素）排出量から計算するのが一般的です。その際に、燃料の発熱

量には「高位発熱量」と「低位発熱量」があるため注意が必要です。 

 燃料種ごとの単位発熱量と単位発熱量あたりの CO2（あるいは炭素）排出量を、同じ情報源から

入手し算定する場合には問題はありません。しかしながら、より正確性を高めるため燃料供給会

社から購入燃料の単位発熱量データを入手し、それに別の情報源から入手した CO2排出係数を用

いて CO2排出量を算定する場合など、両データのベースが「高位発熱量」か「低位発熱量」で揃

っていないと CO2排出量を正しく計算できないことになります。 

 例えば、海外の CO2排出量を計算する際によく用いられる IPCC ガイドライン8では、燃料の単

位発熱量、CO2排出係数ともに低位発熱量ベースで記載されています。これに対して温対法で用

いられているのは、燃料の単位発熱量、CO2排出係数ともに高位発熱量ベースです。 

                                                   
8 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories では、Volume 2 Energy の CHAPTER 1 TABLE 

1.2 に燃料の低位発熱量が、Volume 2 Energy の CHAPTER 2 Table 2.2-2.5 に低位発熱量あたりの CO2排出係数が掲載

されているため、これらの値を用いて排出係数を算出する必要があります。 
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【排出係数の選択】 

 環境報告では、合理的であれば、任意の排出係数を利用することができます。それぞれの事業活

動の実態に沿った精度の高い排出係数を用いることが望まれます。 

 燃料の組成に基づいた排出係数を燃料供給会社より入手したり、排出係数を実測して求めたりす

ることも可能ですが、温対法に基づいた係数や IPCC ガイドラインの排出係数、国際エネルギー

機関（International Energy Agency: IEA）が公表する国別の排出係数なども使うことができま

す。 

 スコープ 3 の排出係数は、「サプライチェーンを通じた組織の GHG 排出等の算定のための排出原

単位データベース」を利用することができます。 

 再生可能エネルギー由来の電力や熱の排出係数はゼロとみなします。 

【電力等二次エネルギー由来の排出係数（スコープ 2）】 

 電力等二次エネルギー（第三者から電力・熱・蒸気・冷熱を購入する場合）由来の CO2排出量算

定に用いた排出係数の出典等、情報利用者がどのように CO2排出量が算定されたかを理解するの

に必要な情報を記載します。ここでは、事業者での利用が多い電力に焦点を当てて説明します。 

 GHG プロトコルでは、系統または同じ市場の平均排出係数（ロケーション基準）と、選択して購

入した電力固有の排出係数（マーケット基準）の両方について、算定した CO2排出量を報告する

ことを事業者に推奨しています。グローバル拠点の排出係数としてよく利用される IEA の公表値

は、「ロケーション基準」、及び「マーケット基準」の中で正確性が最も低い「グリッド平均の排

出係数」に分類されています。 

 温対法では、電気事業者別排出係数一覧が公表されており9、ここで電気事業者（小売電気事業者

及び一般送配電事業者）各社の排出係数を入手することができます。電気事業者以外から供給さ

れる電気を使用している場合など、電気事業者別排出係数が利用できない場合は、個別の供給者

毎の排出係数が把握できる場合はその係数を用い、把握ができない場合は環境大臣及び経産大臣

が公表する代替値を用いて算定することができます。 

 マーケット基準排出係数については、得られない国・地域も多いことから、環境報告では、その

ような場合、系統または同じ市場の平均排出係数（ロケーション基準）を利用することも可能で

す。 

 なお、環境報告での国内の CO2排出量算定においては、ロケーション基準の場合、温対法での温

室効果ガス排出量算定用に公表される電気事業者別基礎排出係数の全国平均係数、マーケット基

準の場合は、電気事業者別調整後排出係数を利用する場合が多いですが、調整後排出係数は、省

エネ起源の J-クレジットや JCM によるクレジットの利用を含み（GHG プロトコルでは利用が認め

られていない）、また使用端の排出係数である（GHG プロトコルでは原則として送電端の排出係

数を使用）ことから、厳密には GHG プロトコルの定義とは異なるものであることを理解して、必

要に応じて注記等を行い利用することが望まれます。 

 年度の途中で供給事業者を切り替えた場合、切り替え時点から切り替え後の供給事業者の直近の

排出係数を使用します。 

                                                   
9 電気事業者別排出係数一覧 https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc 

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
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例）20X1 年 9 月 1 日に A 社から B 社に切り替た場合 

   ・20X1 年 4 月～20X1 年 8 月の購入電力量 ⇒ A 社の電気事業者別排出係数を使用 

   ・20X1 年 9 月～20X2 年 3 月の購入電力量 ⇒ B 社の電気事業者別排出係数を使用 

【GHG 排出量の算定】 

 収集された活動量データ及び選択された排出係数、また決定された算定方法に基づき、GHG 排出

量を算定します。 

 算定結果の開示とともに、算定方法を記載します。 

図表 6 GHG排出量算定の例 

 

 他人への電気又は熱の供給に係る排出量について、温対法では、原則として算定対象外となりま

す（電気事業の発電所又は熱供給事業の熱供給施設を設置している特定排出者除く）。売電量があ

る場合、売電量による排出量を控除した排出量を記載します。 一方で、GHG プロトコルでは、

自家発電による他人への電気に係る排出量は算定対象外とせずスコープ 1 排出量に含めて報告し

ます。加えて、任意の情報としてスコープ 1 排出量の内、自家発電による他人への電気に係る排

出量分が分かるように報告することもできます。 
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【クレジットの利用について】 

 事業者が設定する中長期 GHG 排出削減目標の達成に向け、GHG の排出削減のための対策のひと

つとして、GHG の排出削減量や吸収量を、クレジットとして国や民間組織が認証する制度等を使

用する場合は、その内容や削減量を記載します。 

 我が国及び世界には様々なクレジット制度が存在し、算定対象組織の所在地やクレジットの利用

目的等に応じて、適切なクレジットを選択することが必要となります。 

図表 7 クレジット制度の例 

 

 上記のクレジット（排出削減量）とは異なりますが、再エネや非化石価値を示す証書などもあり

ます。これらの証書を利用することで再生可能エネルギー利用促進などを対外的に示すことがで

きます。証書の中には、事業者の電力消費にともなう CO2排出量をオフセットしたりすることが

可能な証書もあります。 

図表 8 証書10の例 

 

                                                   
10 証書が発行された国・地域、すなわち証書発行の元となる再エネ発電が実施された国で、当該証書を利用することが

原則となります。 
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 なお、温対法の報告で調整後 GHG 排出量の調整において控除できるクレジットは現在のところ、

以下のとおりです。無効化11された国内認証排出削減量又は無効化された海外認証排出削減量を、

排出量から減算できます。 

 国内クレジット制度において認証されたクレジット 

 オフセット・クレジット制度（J-VER）において認証されたクレジット 

 グリーンエネルギー二酸化炭素削減相当量認証制度において認証をされた二酸化炭素の量 

 J-クレジット制度において認証されたクレジット 

 二国間クレジット制度（JCM）において認証されたクレジット 

 ただし、排出量から減算した結果の数値のみを排出量として表示することは、誤解を招きますの

で、実際の排出量、削減に使ったクレジット量、そしてクレジット量減算後の排出量をそれぞれ

記載します。 

  

                                                   
11 無効化とは、認証排出削減量を自らの温室効果ガスの排出の抑制の取り組みと評価することを目的として、移転がで

きない状態にすることを指す（「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル ver4.3.2」参照） 
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(イ) 一般的な計算例 

GHG 排出量（t-CO2e） 

＝エネルギー起源CO2排出量 

＋非エネルギー起源CO2排出量 

＋（メタン排出量×地球温暖化係数） 

＋（一酸化二窒素排出量×地球温暖化係数） 

＋（各種HFC類排出量×地球温暖化係数） 

＋（各種PFC類排出量×地球温暖化係数） 

＋（SF6排出量×地球温暖化係数） 

＋（NF3排出量×地球温暖化係数） 

（注1） GHG 排出量は、地球温暖化係数を用いて二酸化炭素量に換算し「t-CO2換算」、または「t-

CO2e」単位で記載します。ただし、CO2以外の GHG の排出量が僅少である場合には、CO2排

出量のみを記載することができます。 

（注2） 各種GHGの地球温暖化係数は、「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」で定める値を参考に

することができます。 

 

エネルギー起源 CO2排出量 

CO2排出量（t-CO2） 

＝（燃料の種類ごとの燃料使用量×単位発熱量×排出係数×44/12） 

＋（他人から供給された電力量×単位電力量あたりの排出量） 

＋（他人から供給された熱使用量×単位熱量あたりの排出量） 

（注1） 非エネルギー起源CO2及びCO2以外のGHG排出量の算定方法は「温室効果ガス排出量算定・報告

マニュアル」（環境省、経済産業省）を参考にすることができます。 
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イ 原単位 

(ア) 留意点 

 排出量は事業活動量の変化（生産量の増減等）や事業構造の変化（事業分野の変化）等によって

も変化します。売上高や生産量等の適切な事業活動量の尺度により GHG 排出原単位（事業活動量

あたりの GHG 排出量、以下「原単位」）を算定して記載することで、事業者が取り組む GHG 排出

量の削減効果等を把握することができます。 

 原単位を報告することで、個々の事業者の排出原単位の時系列的な推移の確認ができるだけでな

く、事業者間比較を容易にすることもでき有用です。 

 

ウ エネルギー使用 

(ア) 留意点 

 エネルギー使用量は、事業活動に伴う電気及び各燃料等の種類別（kWh、kg 等）を把握し記載し

ます。 

 エネルギー資源として使用される燃料は、原材料等として投入される資源投入量とは異なるので

注意が必要です。 

 事業活動に伴って購入した電力や熱についても、エネルギー使用量を把握し記載します。 

 他人へ供給した電力又は熱について、それらを生み出すために投入されたエネルギーに係る排出

量について、温対法では原則として算定対象外となりますが、GHG プロトコルでは算定の対象と

なりますので、対応したエネルギー使用量の算定が必要です（ア「温室効果ガス排出」の（ア）

留意点 ⑥ステップ 6（GHG 排出量の算定）を参照）。 

 種類別に把握したエネルギー使用量を基に、「エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則別

表第 1、別表第 2、別表第 3」に定められた熱量換算係数等を使用し、種類別発熱量を算出しま

す。この種類別発熱量の合計である総エネルギー使用量も記載します。 

 総エネルギー使用量に占める再生可能エネルギー使用量を他の電力や燃料とは区分して記載す

ることで、 総エネルギー使用量に占める再生可能エネルギーの割合を示すこともできます。 

 

(イ) 一般的な計算例 

総エネルギー使用量（GJ)  

＝Σ［各種エネルギーの年間使用量×エネルギーの種類ごとの換算係数］ 
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エ 排出削減のための個別対策導入による削減効果の評価について 

 GHG の排出削減のための個別対策の導入による削減効果を評価する方法については、対策の種類

によってさまざまな考え方がありますが、個々の対策の実態に即した合理的な方法により評価す

る必要があります。また、算定に用いた式と排出係数を合わせて記載し、算定根拠を明らかにす

ることが必要です。 

 例えば、対策前の排出量と対策後の排出量の差を求める方法の他、対策によって削減効果が見込

まれる期間に影響を受ける電源が想定できる場合には当該電源の排出係数を電気の削減量に乗じ

て算定する方法等があります。 

 ライフサイクルアセスメント（LCA）やカーボンフットプリント等により、製品・サービス等の

環境負荷を定量的に評価し、環境負荷の低減を行っている場合は実績や進捗を情報開示すること

も有用です。 
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(4) 参考になる実例 

実例１ 富士通株式会社 
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（出所）富士通株式会社「富士通グループ サステナビリティレポート 2018」  
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実例２ 株式会社日立製作所 
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（出所）株式会社日立製作所「日立 サステナビリティレポート 2018」  
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(5) 参照できる文献類 

○ 環境省「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」（http://elaws.e-

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=410AC0000000117） 

○ 環境省「気候変動適応法」（http://www.env.go.jp/earth/tekiou.html） 

○ 環境省「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出規制法）」

（http://www.env.go.jp/earth/furon/gaiyo/sanko.html） 

○ 環境省、経済産業省「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（https://ghg-

santeikohyo.env.go.jp/manual） 

○ 環境省、経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイド

ライン」

（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/GuideLine_ver2.3.pdf） 

○ 経済産業省、環境省「国際的な気候変動イニシアティブへの対応に関するガイダンス ～ 日本

において再エネを活用する企業のためのスコープ 2 ガイダンスへの対応 ～」

（https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190329006/20190329006-1.pdf） 

○ 経済産業省 資源エネルギー庁 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（省エネ法） 

○ 一般社団法人日本ガス協会「一般社団法人日本ガス協会 地球環境への取り組み」

（http://www.gas.or.jp/kankyo/taisaku/） 

○ 日本 LCA 学会「温室効果ガス排出削減貢献量算定ガイドライン」 

（https://www.ilcaj.org/lcahp/guideline.php） 

 

○ CDP「気候変動質問書」 

○ CDSB（気候変動開示基準委員会）「CDSB Framework for reporting environmental 

information, natural capital and associated business impacts (April 2018)」 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRI スタンダード」 

 GRI 103：マネジメント手法 2016 

 GRI 201：経済パフォーマンス 2016（201-2：気候変動による財務上の影響、その他のリ

スクと機会） 

 GRI 305；大気への排出 2016 

 GRI 302：エネルギー 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドライン」 

 セクター別開示項目（石油・ガス、鉱業、電力事業、建設・不動産、空港運営、金融サー

ビス） 

○ IPCC（気候変動に関する政府間パネル）「2006 年 IPCC 国別温室効果ガスインベントリガイド

ライン」（http://www.ipcc.ch/） 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=410AC0000000117
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=410AC0000000117
http://www.env.go.jp/earth/tekiou.html
http://www.env.go.jp/earth/furon/gaiyo/sanko.html
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/manual
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/manual
https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190329006/20190329006-1.pdf
http://www.gas.or.jp/kankyo/taisaku/
https://www.ilcaj.org/lcahp/guideline.php
http://www.ipcc.ch/
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○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

 分野別基準（ヘルスケア、金融、技術・通信、抽出物・鉱物加工、運輸、資源転換、食

品・飲料、一般消費財、再生可能・代替エネルギー、インフラストラクチャー） 

○ TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）「最終報告書 気候関連財務情報開示タスクフ

ォースの勧告」 

○ WRI（世界資源研究所）、WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）「GHG Protocol 

- A Corporate Accounting and Reporting Standard」

（https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/ghg-protocol-revised.pdf） 

○ WRI（世界資源研究所）、WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）「GHG Protocol 

Guidelines for Grid-Connected Electricity Projects(系統電力にかかわる対策による温室効果ガ

ス削減量算定ガイドライン)」 

（https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards_supporting/ghgprotocol-j.pdf） 

○ WRI（世界資源研究所）、WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）「GHG Protocol 

Scope 2 Guidance（スコープ 2 ガイダンス）」 

（https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/Scope%202%20Guidance_Final_0.pdf

） 

 

 

 

https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/ghg-protocol-revised.pdf
https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards_supporting/ghgprotocol-j.pdf
https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/Scope%202%20Guidance_Final_0.pdf
https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/Scope%202%20Guidance_Final_0.pdf
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2. 水資源 

(1) 概要 

1) 水資源に関する問題とは 

 水資源は、人間を含めた生物の生存に不可欠な要素であり、社会経済システムの存立基盤でもあ

ります。しかし、私たちが容易に利用可能な淡水は地球上の水の 0.01%とごく限られており、世

界人口の増加や経済発展を背景に、水ストレス（水需要がひっ迫している状態）の増大や水質汚

染が問題となっています。 

 水資源の量の観点では、国連の世界水発展報告書（2018 年版）によれば、人口増加、経済発展や

消費パターンの変化等によって、2050 年の世界全体における水需要は現在よりも 20～30%増加す

ると予想されています。また、現在でも 36 億人が少なくとも月に 1 度は水不足に陥る潜在的リス

クを持つ地域で暮らしており、2050 年までにこの人口は 48 億～57 億人まで増加すると予想され

ています。 

 水資源の質の観点では、国連環境計画（UNEP）1によれば、ラテンアメリカ、アフリカ、アジア

のほとんどすべての河川で 1990 年代以降に水質汚染が悪化しています。また、国連の世界水発展

報告書（2017 年版）によれば、世界的には工業排水及び都市下水の 80％以上が適切な処理なしに

放出されている可能性が高く、人々の健康や生態系に有害な影響を与えていると懸念されていま

す。 

 さらに、気候変動の影響による干ばつや洪水等の災害も世界で多発しています。国連の報告書2に

よれば、水不足を含む水ストレスの高い国々に 20 億人以上の人々が暮らしており、人口や水の需

要が増え気候変動の影響が激化するにつれて状況が悪化する可能性が指摘されています。一方

で、経済協力開発機構（OECD）の環境アウトルック 2050（2012）によれば、洪水のリスクに晒

されている世界人口は、2000 年の 12 億人から 2050 年には 16 億人へ増加すると予測されていま

す。 

 こうした状況から、世界経済フォーラムの「グローバルリスク報告書」では、負の影響が大きい

リスクとして 2012 年以降 8 年連続で「水危機」が挙げられています。国際社会において、水資源

に関連する問題は、環境リスクだけではなく、国際紛争にも繋がる重大な社会リスクとしても認

識されています。 

 

2) 水資源に関する問題が事業にどう関係するのか 

 事業活動は水資源に対し、「影響」と「依存」の二つの側面で関わっています。すなわち、事業活

動に伴う取水や排水は、水資源の量と質に影響を与える一方で、事業を持続的に行うためには、

十分な量と質の水資源に依存します。 

 水資源に関連したリスクは事業者の業種・業態・規模・立地等により様々です。影響と依存とい

う二つの関係性から考えうるリスクの例は以下の通りです。  

                                                   
1 UNEP (2016) A Snapshot of the World’s Water Quality: Towards a global assessment 

2 United Nations (2018) SDG 6 Synthesis Report 2018 on Water and Sanitation 
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図表 1 水資源に関する問題が事業に与えるリスクの例 

 

 水の利用量の削減や循環利用量の増加は、水の購入や排水処理にかかるコストの削減が期待でき

ます。さらに、安全な飲料水が得られない地域や下水処理施設が未整備の地域におけるインフラ

等の整備、使用段階における水使用量や排水汚染を減らす製品の開発など、技術やイノベーショ

ンを通じて、世界の水資源問題に対応することで、新たな事業機会も期待できます。 

 

3) 流域及びサプライチェーンを考慮することの必要性 

 水資源と事業活動との関わりは、「流域」全体の状況にも左右されます。自社の事業活動が事業拠

点周辺の水資源に与える影響（取水や排水）の大小に関わらず、同じ流域内の他業種・他社・消

費者の活動が水資源に負の影響を与えていたり、自社の事業拠点より上流域で水ストレスの増大

や水質汚染が生じていたりする場合、自社の事業活動に必要な水資源が確保できなくなる可能性

があります。 

 また、水資源は地球上で偏在しているため、水ストレスや水質汚染の深刻さ、水災害の起きやす

さは国や地域によって異なります。自社の事業拠点及び事業拠点が立地している流域はもちろ

ん、原料調達先を含むサプライチェーン上の事業者が水ストレスの高い流域や水災害が起きやす

い流域に立地している場合、事業活動の持続性が左右される可能性があります。 

 こうした状況を避けるために、まずは自社の事業拠点、さらには原料調達先を含むサプライチェ

ーン上の事業者が、水ストレスの高い流域や水災害が起きやすい流域に立地していないか、確認

することが重要です。 

 自社の事業拠点やサプライチェーン上の事業者が水ストレスの高い流域に立地する等、将来的な

水ストレスの増大が予想される場合には、水資源の採取量や消費量をできるだけ減らし、水資源

の利用効率を高めることで、水ストレスの増大を防ぐ必要があります。製品の生産過程だけでな

く、原料調達から、輸送、使用、廃棄、リサイクルに至るまでのライフサイクル全体で水資源の

消費量を減らしていくことが重要です。さらには、流域単位の水資源を良好な状態に保つ、又は

改善するため、行政、原料サプライヤー（農家等）、住民等と連携し、総合的な水資源管理体制に

参画していくことが望まれます。 
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(2) 用語解説 

 コンテクストベース： 

科学的根拠に基づきつつ、各地域の環境、経済、社会的ニーズ、現在及び将来の状況等を考慮す

る考え方。気候変動の分野では、全世界平均気温上昇の抑制という目標に対して、温室効果ガス

の排出削減量という全世界共通の実績評価指標を設定できる一方で、水資源は地球上に偏在し、

その状況は地域によって異なるため、地域の状況等を考慮した上で実績評価指標を設定し、取組

を進めることが望ましいとされる。CDP 等によって、2016 年に「Context-based water targets

（CBT）」の考え方が提唱され、コンテクストベースの評価指標を設定する方法論が検討されてい

るが、2019 年 3 月末時点で詳細は決定していない。 
（参考）CDP, CEO Water Mandate, TNC, WRI, WWF (2017), Exploring the case for corporate context-based 

water targets 

 水ストレス： 

水需給がひっ迫している状態。水ストレスの程度を表す指標として、「人口一人当たりの最大利用

可能水資源量」がよく用いられる。この指標では、生活、農業、工業、エネルギー及び環境に要

する水資源量は年間一人当たり 1,700 m3が最低基準とされており、これを下回る場合は「水スト

レス下にある」状態、1,000 m3を下回る場合は「水不足」の状態、500 m3を下回る場合は「絶対

的な水不足」の状態を表すとされている。 

（参考：国土交通省ウェブサイト） 

 水リスク評価ツール： 

地域ごとの水リスクを評価することができるツールで、いくつかの機関がウェブ上で公開している。

代表的なものとして、世界資源研究所（WRI）の Aqueduct、持続可能な開発のための世界経済人

会議（WBCSD）の Global Water Tool、世界自然保護基金（WWF）の Water Risk Filter 等があ

る。これらのツールを日本国内の流域に適用した場合に得られる情報には限界もあるが、事業拠点

やサプライチェーンが海外に存在する場合は、当該地域の水リスクを簡易的に評価することができ

る。 

 流域： 

降雨や降雪がその河川に流入する全地域（範囲）を指す。集水区域と呼ばれることもある。 

（参考：国土交通省ウェブサイト） 

 CDP Water： 

CDP（旧名称カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）とは、機関投資家が連携して運営

する国際 NPO である。世界の事業者に対して、「気候変動」「ウォーター（水）」「フォレスト（森

林）」「サプライチェーン」に関する情報開示を求める質問書を送り、その回答を分析・評価して

スコアリングし公開している。CDP Water（水）は、「気候変動」に続いて 2010 年から開始され

た 2 番目の CDP プログラムであり、事業者に対して、水資源に関する事業の現状（依存度、取水

量・排水量・消費量、水ストレスの大きい地域での取水量等）、事業への影響、リスクと機会、ガ

バナンス、戦略、目標等についての質問への回答を求めている。 

  

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_tk2_000021.html
http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/jiten/yougo/01.htm


水-4 

 

(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 2．水資源） 

□ 事業者やサプライチェーンが水ストレスの高い地域に存在する場合は、その水ストレスの状況 

【重要性の判断の視点】 

 水資源は地域によって偏在しているため、水資源問題が自社にとって重要な環境課題であるかど

うかを判断するにあたっては、流域ごとの水リスク（水ストレス、水質汚染、水災害の起きやす

さ等）という視点が必要です。 

 例えば、事業活動に水資源の利用が不可欠であり、その量や品質に依存しているのであれば、取

水を行う自社の事業拠点がある流域ごとに水リスクを特定、評価することが必要です。 

 また、自社だけでなく、サプライチェーン上の水リスクを特定し、評価することも、事業活動を

持続させる上で重要です。例えば、調達する原材料が大量の水を利用して生産されている場合、

自社の事業拠点の流域に関わらず、重大な水リスクを抱えている可能性があります。 

 さらに、前述したように、水資源に関連する問題は紛争等の社会的リスクとしての側面も有して

いることから、特に海外の事業拠点やサプライチェーンにおいては、そのような視点での判断も

重要です。 

 このように、事業拠点がある各流域及びサプライチェーン全体を見渡した上で、水リスクの特定

と評価を行い、自社にとっての水資源問題の重要性を判断します。 

【重要性の特定における考慮事項】 

 水リスクの特定、評価においては、流域ごとの利用可能な水量（または水ストレスの程度）や水

質といった定量的な指標を考慮することが一般的です。その他に、水災害の起きやすさ、政府に

よる規制や管理計画等の有無や見通し、流域の生態系といった定性的な要素を考慮することも有

効です。また、自社の事業拠点の上流域に位置する森林、湿地、湖沼等の生態系が有する水源涵

養機能の状態や、同じ流域内の他業種・他社等が水資源に与える影響も、水リスクの要素となり

ます。 

 これらの水リスクの要素の一部は、公開情報を活用して確認することができます。例えば、日本

国内の流域の場合は、各自治体のハザードマップや水道局による貯水量情報等が参考になりま

す。また、海外の流域の場合は、国際的な評価ツール3を利用することで、水リスクを簡易的に評

価することができます。ただし、特定のツールで得られる情報には限界があることから、複数の

ツールによる情報を組み合わせたり、公開情報を用いた簡易的な評価でリスクが特定された事業

拠点に対して、現地でのヒアリングによる補足的な調査等を実施したりするとよいでしょう。  

                                                   
3 「（２）用語解説」を参照。 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 
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2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

 水資源問題を重要な環境課題であると判断した場合、自社の事業拠点が立地する流域やサプライ

チェーン上で特定・評価された水リスクに応じて、水資源の利用や管理への対応等に関する取組

方針・行動計画を記載します。 

 自社の事業拠点が立地する流域における取組の例 

 水ストレスの増大を防ぐため、事業拠点における取水量をできるだけ減らし、水資源の利用

効率を高める。 

 生産工程で使用した水を再利用し循環利用率を高め、取水量を減少させる。 

 流域における水ストレスが高い場合、水資源を良好な状態に保つ、又は改善するという観点

で、可能な限り、流域の行政、他業種、住民等と協働し、水源地の保全等、流域単位を対象

とする水資源管理の取組を行う。 

 サプライチェーン上での取組の例 

 自社内での利用だけでなく、原料調達、生産、流通、使用、廃棄、リサイクルに至るライフ

サイクル全体で、できるだけ水資源の使用、及び排水による汚染を減らす。 

 サプライヤーの水管理状況に関する情報の収集・伝達体制を構築する。 

 原料生産地の水源地を保全し、水資源の維持・増加を図る。 

 節水型製品の提供や、消費者に対する節水方法の発信 

 その他の取組の例 

 同一種類の製品の工場やサプライヤーを複数地域に分散させたり、事業拠点を高台へ移転さ

せたりする等により、災害発生時の操業の継続を確保し被害を最小化する。 

 事業者が所在する流域ごとに水資源の状況は異なるため、行動計画において設定する目標は自社

または自社グループ全体を対象としたものでも構いませんが、流域の置かれた状況に基づいたコ

ンテクストベースの目標設定を検討することも有用です。 

 水資源問題は、国連「持続可能な開発目標（SDGs）」でも言及されており、水資源の利用可能性

と持続可能な管理を確保すること、水災害の被害を軽減することが目指されています。SDGs の

ターゲットの中から自社の事業活動と特に関わりが深い項目を選び、取組方針・行動計画に活用

することもできます。 

  

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 
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図表 2 資源と関連が深いと考えられる SDGs 2030年目標の例 

 
  



水-7 

 

3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標～ 

 取組方針・行動計画の進捗状況の進捗管理と実績報告のために、適切な実績評価指標を設定します。

国内外の政策指標を参考にすることもできます。 

 取組の実施結果を実績評価指標で評価し、取組目標と対比し、取組方針・行動計画の進捗状況を説

明します。 

 以下に、実績評価指標の参考となる報告事項を例示し、留意点や一般的な算定例等を説明していま

すが、ビジネスモデル等、各社の特性に応じた実績評価指標を設定することが重要です。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 2．水資源） 

□ 水資源投入量 

□ 水資源投入量の原単位 

□ 排水量 

 自社の事業活動による水質汚染のリスクが高いと判断された場合は、排水による水質汚濁負荷量

を実績評価指標として用いることも有用です（水質汚濁負荷量の詳細については、参考資料「6. 

汚染予防」の項目を参照）。 

 

 水資源問題への取組は事業拠点だけにとどまるものではありません。自社の事業拠点における水

ストレス以外に、水資源問題に関する重要な課題があるのであれば、例えば、流域やサプライチ

ェーン上のステークホルダー等と協力して実施している取組について、定性的に報告することも

有用です。 

ア 水資源投入量・水資源投入量の原単位 

(ア) 留意点 

 水資源投入量は、事業者が直接取水した量と水道施設等を仲介して得た水量の合計を立法メート

ル単位で記載します。また、製造過程に使用されなかった場合も含め、外部から事業所内に供給

された水量すべてを含むことが期待されます4。 

                                                   
4 例えば、純水製造時に R／O 膜からオーバーフローし、実際に工程に投入されずに排水される水量も水資源投入量に

算入します。 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計囲 

□ 実績評価指標による取組実績 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 
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 総量と併せて、水源（上水、工業用水、地下水、河川水、海水等）ごとの投入量内訳を記載しま

す。そうすることで、水資源に対する潜在的影響やリスクの全体規模を把握することができま

す。水源ごとの内訳以外に、事業地域別や個別事業所ごとの投入量、水ストレスの高い地域にお

ける水資源投入量の総量や水資源投入量全体に占める割合を報告することも有用です。 

 さらに、水資源投入量の原単位についても記載します。原単位は、事業者が取り組む水資源投

入量の削減努力・水利用効率の改善を示す上で有用であり、リスク管理の観点からも重要な値

です。原単位の分母としては、自社にとって重要な原料の消費量、製品の生産量や売上高等を

用います。 

 水資源投入量には、事業所内で循環的に利用している量は含めません。ただし、水資源投入量

及び循環利用量の合計に占める循環利用量の割合は、水資源の利用効率を表す尺度として、事

業者が取り組む水資源投入量及び排水量の削減努力を示すことができます。 

 

(イ) 一般的な計算例 

水資源投入量（m3）＝上水年間使用量（m3）＋地下水年間使用量（m3）＋工業用水年間使用量（m3） 

 

イ 排水量 

(ア) 留意点 

 排水量が重要な場合には、排出先が公共用水域（河川、湖沼、海域）か下水道かに係わらず、

工程処理排水だけでなく、事業拠点の敷地内で合流する希釈水、冷却水、雨水等を含む排水量

を実測（または、流量計等のメーターによって測定していない場合は合理的な方法で算定）

し、立方メートル単位で記載します。 

 排水量が重要な場合には、総量と併せて、排出先（河川、湖沼、海域、下水等）ごとの排水量

の内訳を記載します。そうすることで、水資源に対する潜在的影響やリスクの全体規模を把握

することができます。排出先ごとの内訳以外に、事業地域別や個別事業所ごとの排水量を報告

することも有用です。 

 排水先に重要な影響を与える排水の情報（汚濁の状況、水温等）は排水量と併せて記載が望ま

れます（参考資料「6. 汚染予防」を参照）。 

 海水等の熱交換に伴う大量の温排水・冷排水については、非接触式の熱交換で海水等への汚染

がない場合でも、排熱は環境負荷であり、生物多様性への影響も考えられることから公表が望

まれます。年間排水量と年間平均温度差（取水温度と排水温度の差）を乗じて投入エネルギー

に対応する水域への排熱量を算出して公表することが望まれます。 

 

(イ) 一般的な計算例 

 流量計等で測定していない排水量を報告事項とする場合は、合理的な方法で計算してください。 

排水量（m3 /年）＝水資源投入量－蒸発量－地下浸透量－生産製品含有量  
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(4) 参考になる実例 

実例１ キリンホールディングス株式会社 

 

（出所）キリンホールディングス株式会社「キリングループ 環境報告書 2018」  
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実例２ トヨタ自動車株式会社 

 

（出所）トヨタ自動車株式会社「環境報告書 2018」  
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実例３ 花王株式会社 

 



水-12 

 

 

（出所）花王株式会社「花王サステナビリティデータブック 2018」 
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(5) 参照できる文献類 

○ 内閣官房水循環政策本部「水循環基本法」 

（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/about/basic_law.html） 

 

○ CDP「水質問書」 

○ CDSB（気候変動開示基準委員会）「CDSB Framework for reporting environmental 

information, natural capital and associated business impacts (April 2018)」 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRI スタンダード」 

 GRI 103：マネジメント手法 2016 

 GRI 303：水と排水 2018 

 GRI 306：排水および廃棄物 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドライン」 

 セクター別開示項目（石油・ガス、電力事業、建設・不動産、空港運営） 

○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

 分野別基準（ヘルスケア、技術・通信、抽出物・鉱物加工、運輸、資源転換、食品・飲

料、一般消費財、再生可能・代替エネルギー、インフラストラクチャー） 

○ WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）「Global Water Tool」 

（https://www.wbcsd.org/Programs/Food-Land-Water/Water/Resources/Global-Water-Tool） 

○ WRI（世界資源研究所）「Aqueduct Water Risk Atlas」（http://www.wri.org/our-

work/project/aqueduct） 

○ WWF（世界自然保護基金）「Water Risk Filter」（http://waterriskfilter.panda.org/） 

  

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/mizu_junkan/about/basic_law.html
https://www.wbcsd.org/Programs/Food-Land-Water/Water/Resources/Global-Water-Tool
http://www.wri.org/our-work/project/aqueduct
http://www.wri.org/our-work/project/aqueduct
http://waterriskfilter.panda.org/
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3. 生物多様性 

(1) 概要 

1) 生物多様性に関する問題とは 

 生物多様性は、地球の自然環境の基盤であり、総体です。生物多様性という「ストック」が生み

出す生態系サービスという「フロー」によって私たちの日々の生活や経済活動は成り立っていま

す。 

 国連による「ミレニアム生態系評価」では、生態系サービスは以下の 4 つに整理されています。

私たちがこれらの生態系サービスを持続的に享受するためには、生態系サービス（フロー）の消

費速度が、生物多様性（ストック）の再生産速度を長期的に上回らないことが必要です。 

 供給サービス 

食料、燃料、木材、繊維、薬品、水等、人間の生活に重要な資源を供給するサービス。 

 調整サービス 

森林があることによって気候が緩和されたり、洪水が起こりにくくなったり、水が浄化され

たりといった、環境を制御するサービス。 

 文化的サービス 

精神的充足、美的な楽しみ、宗教・社会制度の基盤、レクリエーションの機会などを与える

サービス。 

 基盤サービス 

上記の 3 つのサービスの供給を支えるサービス。例えば、光合成による酸素の生成、土壌形

成、栄養循環、水循環等。 

 生物多様性を保全するための国際条約として、「生物多様性条約」（1993 年発効）があります。こ

の条約では、①生物多様性の保全、②生物多様性の構成要素の持続可能な利用、③遺伝資源の利

用から生ずる利益の公正で衡平な配分の 3 点が規定されました。同条約の下では、2010 年に名古

屋で開催された第 10 回締約国会議（COP10）では、生物多様性の損失を止めるための 20 の個別

目標からなる「愛知目標」が採択されています。 

 また、生物多様性条約に関連した議定書として、「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書」

（2003 年発効）と「生物の多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる

利益の公正かつ衡平な配分（ABS）に関する名古屋議定書」（2014 年発効）があります。我が国

では、これらの議定書を適切に運用するため、「遺伝子組み換え生物等の仕様等の規制による生物

の多様性の確保に関する法律（通称カルタヘナ法）」（2004 年施行、2018 年改正）、「遺伝資源の

取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する指針」（2018 年公布）を

定めています。 

 生物多様性に関する様々な条約や法令等が既にあるとおり、生物多様性と事業との関わり自体

は、決して新しいものではありません。しかし、事業者の経営課題として取り上げられるように

なったのはここ数年のことです。その背景には、人類の経済活動に起因した森林面積の減少や水

産資源の枯渇等、生物多様性の減少が深刻化の一途をたどっていることが挙げられます。  
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 以下では、生物多様性の損失につながるおそれがある原材料別に、関連する業種を例示していま

すが、生物資源を原材料として利用する以外にも生物多様性の損失に関連する業種があることに

注意が必要です。また、原材料調達において商社を利用する場合には、商社より上流の状況も考

慮に入れることが必要です。 

図表 1 生物多様性の損失につながるおそれがある原材料の例 

 

 また、生物多様性に対する意識の高まりは次のような国内外の制度や取り組みにも現れていま

す。 

図表 2 生物多様性に関連する国内外の動き 

 

 なお、近年では、生物資源だけではなく、空気、水、土、鉱物等も含めた非再生可能な天然資源の

ストックを事業者の経営基盤を支える重要な資本の一つとして捉える「自然資本」という考え方が

注目されています。2016 年には、数多くの事業者や NGO、国際機関で構成される「自然資本連合」

によって、自然資本への直接的及び間接的影響や依存度を特定、計測、価値評価するための枠組み

である「自然資本プロトコル」が作成されました。このような枠組みを活用して、自然資本の評価

を事業活動に取り入れる取組も現れ始めています。 
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2) 生物多様性に関する問題が事業にどう関係するのか 

 事業活動は生物多様性に対し「影響」と「依存」の二つの側面で関わりがあります。また、生物

多様性には、①遺伝子の多様性、②種（しゅ）の多様性、③生態系の多様性 の三層がありま

す。事業者は、生態系サービスの利用を通じて生物多様性に依存しています。生物多様性に対し

事業者が与える負の影響は、生態系サービスの低下を招き、長期的には自社に跳ね返ってきま

す。 

図表 3  事業活動と生態系サービス 

 
 

図表 4 生物多様性と事業活動の関わりの例 
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 また、「影響」と「依存」という二つの関係性から、生物多様性は以下の事業リスクを内包していま

す。リスクの内容は業種により様々です。 

図表 5 生物多様性が事業に与えるリスクの例 
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(2) 用語解説1 

 森林認証： 

独立した第三者機関が、森林経営の持続性や環境保全への配慮等に関する一定の基準に基づいて

森林または経営組織等を認証するとともに、認証された森林から産出される木材及び木材製品を

分別し、認証材として表示管理する（ラベルを貼り付ける）ことにより、消費者の選択的な購入

を通じて、持続可能な森林経営を支援する仕組み。ラベリングした木材・木材製品の流通のため

に、加工・流通に関与する者は、消費者の手元に届くまでの各段階において、認証された森林か

らの木材・木材製品をそれ以外のものとは区別して取り扱う体制になっていることの認証を受け

ること（Chain of Custody 認証：CoC 認証）が必要である。主な制度には、森林管理協議会

（Forest Stewardship Council：FSC）の「FSC 認証」、PEFC 評議会の「PEFC 森林認証プログ

ラム」、一般社団法人緑の循環認証会議の「SGEC 認証」等がある。⇒詳しく（環境省ウェブサイ

ト） 

 水産認証： 

独立した第三者機関が、生態系や資源の持続性への配慮等に関する一定の基準に基づいて水産物

または経営組織等を認証するとともに、認証された水産物を分別し、認証水産物として表示管理

する（ラベルを貼り付ける）ことにより、消費者の選択的な購入を通じて、持続可能な水産業を

支援する仕組み。森林認証制度と同様に、ラベリングした水産物の流通のためには、加工・流通

に関与する者は CoC 認証を受けることが必要である。主な制度には、海洋管理協議会（Marine 

Stewardship Council：MSC）の「MSC 認証」、水産養殖管理協議会（Aquaculture Stewardship 

Council：ASC）の「ASC 認証」、一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会の「マリ

ン・エコラベル・ジャパン（MEL）」、一般社団法人日本食育者協会の「AEL 認証」等がある。⇒

詳しく（水産庁ウェブサイト） 

 パーム油認証： 

独立した第三者機関が、パーム油生産による環境的・社会的影響への配慮等に関する一定の基準

に基づいてアブラヤシ農園・搾油工場等を認証するとともに、認証されたパーム油を分別し、認

証パーム油として表示管理する（ラベルを貼り付ける）ことにより、消費者の選択的な購入を通

じて、持続可能なパーム油生産を支援する仕組み。主な制度には、持続可能なパーム油のための

円卓会議（Roundtabel on Sustainable Palm Oil：RSPO）の「RSPO 認証」がある。RSPO 認証

は、持続可能なパーム油生産のための「原則と基準」に基づく生産段階での認証と、製造・加

工・流通過程におけるサプライチェーン認証（Supply Chain Certification System：SC 認証）で

構成されている。また、RSPO の SC 認証では、以下の 4 通りの管理方式によって異なるロゴマ

ークや表記を使用するよう定めている。⇒詳しく（環境省ウェブサイト） 

① アイデンティティ・プリザーブド（Identity Preserved）：認証された単独の農園から最終製品

製造者に至るまでに完全に他のパーム油と隔離され、受け渡される 

② セグリゲーション（Segregation）：複数の認証農園から得られた認証油が、非認証油とは混ぜ

合わされることなく最終製品製造者まで受け渡される 

③ マスバランス（Mass Balance）：流通過程で、認証油と非品証油が混合されるが、購入した認

証油の数量が保証される 

④ ブック・アンド・クレーム（Book & Claim）：認証油のクレジットが生産者と最終製品製造者・

販売者との間でオンライン取引される 

（出所）公益社団法人世界自然保護基金ジャパン（2017）「持続可能なパーム油の調達と RSPO 第 2 版」 

                                                   
1 生物多様性に関連する認証制度は、当用語解説の限りではありません。上記以外の代表的な認証制度については、「事

業者のための生物多様性民間参画ガイドライン第 2 版」87~88 頁をご参照ください。 

http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/maintenance/new/cert.html
http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/maintenance/new/cert.html
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/budget/suishin.html
http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/budget/suishin.html
http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/certification/index3-2.html
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 コンテクストベース： 

科学的根拠に基づきつつ、各地域の環境、経済、社会的ニーズ、現在及び将来の状況等を考慮す

る考え方。水資源と同様に、地域によって状況が異なる生物多様性については、コンテクストベ

ースの考え方によって取組を進めることが望ましいとされる。CDP 等によってコンテクストベー

スの実績評価指標を設定する方法論が検討されているが、2019 年 3 月末時点で、詳細は決定して

いない（参考資料「2. 水資源」の用語解説参照）。 

 CDP Forest： 

CDP（旧名称カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）とは、機関投資家が連携して運営

する国際 NPO である。世界の事業者に対して、「気候変動」「ウォーター（水）」「フォレスト（森

林）」「サプライチェーン」に関する情報開示を求める質問書を送り、その回答を分析・評価して

スコアリングし公開している。CDP Forest は、2013 年から開始された CDP のなかで最も新しい

活動であり、森林減少に大きな影響を与える木材、パーム油、牛製品、大豆の製造または調達を

行う事業者を対象に、これらの事業に関する現在の状況、リスク評価、影響、測定・モニタリン

グ、対応、課題に関する質問への回答を求めている。 

 Forest 500： 

英国の NGO であるグローバル・キャノピー（Global Canopy）による活動で、金融部門を含む事

業者、政府機関等、全世界の合計 500 社・機関を対象に、紙、木材、パーム油、牛製品（皮革、

牛肉）、大豆のサプライチェーンにおける森林減少対策への取組を分析・評価してスコアリングし

公開している。スコアリングは、各社・機関が公開している方針（ポリシー）や公約（コミット

メント）に基づいて行われる。2017 年に実施された評価では、我が国からも、企業 22 社、金融

機関 8 社、及び政府が対象となっている。 

 SPOTT（Sustainability Policy Transparency Toolkit）： 

ロンドン動物学会（Zoological Society of London）によるイニシアティブで、木材・パルプ、及

びパーム油を生産・取引する全世界の合計 120 社を対象に、ESG 情報に関する透明性を分析・評

価してスコアリングし公開している。スコアリングは、各社が公開している方針（ポリシー）、実

務（オペレーション）、公約（コミットメント）に基づいて行われる。2017 年に実施された評価

では、我が国からも、4 社が対象となっている。また、2019 年に実施される評価からは、天然ゴ

ムを生産・取引する事業者も対象に含まれる予定。 
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(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 3．生物多様性） 

□ 事業活動が生物多様性に及ぼす影響 

□ 事業活動が生物多様性に依存する状況と程度 

【重要性判断の視点】 

 自社の事業にとって生物多様性が重要課題かどうかは、他の環境課題と比べ分かりづらく、重要

な環境課題の特定において見落とされがちです。重要性を判断するにあたっては、次の 3 つの視

点をもって臨むことが大切です。 

 バリューチェーンを見渡す 

原材料の採取から製品の使用と廃棄に至るまで、自社の直接的な事業範囲の外にある各段階

で、生物多様性への依存と影響が生じている可能性があります。また、その発生場所は国内

外に広がっています。事業所や販売先が日本国内に限定される場合でも、バリューチェーン

を通じて依存と影響は世界に広がっています。 

 数値だけで判断しない 

生物多様性の特徴は、地域にとって代替できない固有の価値を有する点にあります。二酸化

炭素のように、世界的に比較可能な物質単位で比較することはできません。また、その価値

は、必ずしも貨幣価値で表現できるわけではありません。数値にはならない「質」に着目す

ることが必要です。 

 単年で評価しない 

動物の生息数や自生する植物の種数の増減は一年では判断できません。生物多様性の変化は

長期的なものなので、事業の影響の有無は、少なくとも過去数年の傾向から考える必要があ

ります。 

 「(5) 参照できる文献類」の「国際的に重要な場所や動植物のリスト・基準」に記載している文献

類は事業が重要な場所に間接的に関わっていたり、保護が必要な動植物に対し何らかの脅威を与

えていたりすれば、概要で挙げた事業リスクが高まる可能性がありますので、重要性判断に役立

ちます。 
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【重要性の特定における考慮事項】 

 生物多様性と事業との関わりには「影響」と「依存」の二つの側面があることから、事業にとっ

ての重要性も二つの観点から考えます。 

 事業が与える「影響」を考えるときに、地域性という生物多様性の特徴から、場所が重要な基準

となります。生物多様性に富む、あるいは希少な動植物が残されているといった、「生物多様性に

とっての意味」を確認します。 

 事業の「依存」については、事業活動の継続や発展に対し生物多様性がどのようなインパクトを

与えるか、「事業にとってのインパクト」を検証します。 

 生物多様性の三つの層をこの二つの観点から考えます。業種や事業形態により、検証が必要な領

域は異なりますが、バリューチェーン全体に当てはめることが肝要です。 

図表 6 重要性の考え方の整理の例 

 

 事業活動における重要な環境課題として生物多様性に関して記載する場合には、生物多様性にとっ

てどのような意味があるのかについて説明します。生物多様性の回復に資する活動であっても、そ

の主目的が異なるならば、主目的に応じた適切な項目に記載することが必要です（「コラム 1 植

林・森林整備活動の報告」を参照）。 
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【コラム 1 植林・森林整備活動の報告】 

水の涵養や材の供給、二酸化炭素の吸収等、森林には多面的機能があり、植林や森林整備活動の目的は

生物多様性保全だけとは限りません。実施した活動が自社にとって何を目的としたものかにより、活動を

記載すべき場所は変わるのです。飲料企業のように、事業活動が依存し享受している生態系サービスの持

続性に植林・森林整備活動がつながっている場合、その活動は水資源の項に記載しますが、従業員の環境

研修として行った植林活動は、環境教育の項が適切な記載場所となります。 

森林の形成を主目的としている植林でも、生物多様性の保全に繋がっているとは一概に言えません。

元々マングローブ林が存在していない場所でのマングローブ植林や、動物が森林内に生息できないほど

の過密植栽等、本来の生態系サイクルとは異なる人工林形成は、生物多様性を攪乱させる恐れもあり、こ

れらを生物多様性に関する取組として記載するのであれば、保全効果を明示することが大切です。 

生物多様性の取組として記載するには、1）森林保全・回復の自社にとってのマテリアリティ、2）選定

した場所にどのような生物多様性の危機があるか（場所の選定には様々な要因が働きますが、生物多様性

への取り組みとする以上、生物多様性の観点での理由）、3）実施する活動によりどのような改善が期待さ

れるのか（生物多様性にとっての意義）を明示することがポイントです。 

参考になる実例 MS&AD インシュアランスグループ ホールディングス株式会社 

 

（出所）MS&AD インシュアランスグループ ホールディングス株式会社「Sustainability Report 2018」 

  

第 2のポイント 

第 1のポイント 

第 3のポイント 
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2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 

 生物多様性を重要な環境課題であると判断した場合、自社が生物多様性の保全や回復へどのよう

に取り組むのかについて、取組方針・行動計画を記載します。 

 生物多様性は、化学物質や大気・水質汚染とは異なり国が定める規制数値がありません。そのた

め、各事業者が自主的に自らの行動に制約を課していくことが求められます。この自律性も生物

多様性という環境課題の特徴を成しています。 

 取組方針には、生物多様性全般を取り上げる総合的方針と、土地開発や施工、調達等の個別の課

題に対応した方針の二種類があります。また、必ずしも「方針」という名称でなくても構いませ

ん。「宣言」や「計画」でも方針と同等の役割を果たすことがあります。 

 総合的方針の例 

 環境方針の一項目として生物多様性に言及する。 

 環境方針とは別に生物多様性に特化した方針を策定する。この場合、生物多様性保全にどう

取り組むか、より具体的に中心的課題や枠組みに触れることが多い。 

 個別方針の例 

 原材料調達方針で生物多様性や生態系への悪影響回避を掲げる。 

 事業立案に盛り込むべき要素として生物多様性や生態系への負荷軽減や貢献を位置付ける。 

 土地開発や建設工事における生物多様性への配慮を指示する。 

 また、取組方針の中で、達成期限を定めた「コミットメント（公約）」を合わせて掲げることも有

用です。生物多様性の分野ではコミットメントの有無が重視されており、生態系に配慮した認証

制度への参加や、NGO による取り組み状況の監視では、コミットメントの有無が問われていま

す。コミットメントは事業行動に関するものであるため、生物多様性の分野であっても数値型目

標を掲げる事が可能です。 

 コミットメントの例 

 原材料調達において、認証制度の 100%利用を達成する。 

 事業活動によって喪失する生物多様性と同等以上の生物多様性を復元・創造・増強し、喪失

を正味ゼロとする「ノーネットロス」を達成する。 

 国際社会が打ち出した数値目標に賛同する。 

 ESG 投資に関連した生物多様性分野の企業格付けでは、取組方針の有無が評価基準の一つとなっ

ています。取組方針が無い、もしくは開示されていない場合、取り組みの継続性や課題認識に対

し疑義がもたれる可能性があります。 

 行動計画は、サプライチェーンの最上流から製品の廃棄に至るまでの全段階を対象とすることが

望まれます。その場合、社内においては総務部門や購買部門を含む全部門が行動の主体となりえ

ます。また、一次サプライヤーだけでなくさらに上流のサプライヤー、地域の関係者、研究者、
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NGO 等、社外の関係者との協働も必要となります。これらの協力者は、行動計画で明示すること

が望まれます。 

 生物多様性には、地域にとって固有の価値を有することや、単年では変化が生じづらいという特

徴があります。そのため、行動計画は、地域の置かれた状況に基づいたコンテクストベースのも

のや、複数年にわたるものとすることが有用です。 

 生物多様性に関しては、以下に挙げる国際的目標や宣言があります。これらの中から自社の事業活

動と特に関わりが深い項目を選び、取組方針・行動計画に活用することもできます。 

図表 7 企業活動に直接関係する生物多様性条約 2020年目標  

 
＊目標一覧は生物多様性民間参画ガイドラインを参照 

国連「森林に関するニューヨーク宣言」（抜粋） 

 2020 年までに世界の自然林損失率を少なくとも半減させ、2030 年までに自然林損失を終わらせるよ

う奮闘する 

 遅くとも 2020 年までにパーム油、大豆、紙及び牛肉製品等の農業産品の生産による森林減少を根絶

させるという、民間セクターの目標達成を支持及び支援する。 

 それ以外の経済セクターから発生する森林減少を 2020 年までに大幅に減少させる 

 貧困を緩和し、持続可能で平等な開発が促進されるような方法で、（自給農業や燃料用薪への依存とい

った）基本的ニーズにより引き起こされる森林減少への代替策を支持する。2020 年までに 1 億 5 千

万ヘクタールの劣化した景観と林地を回復させ、それ以降の地球全体での回復率を大幅に上昇させ

る。それにより 2030 年までにさらに 2 億万ヘクタールが回復する。 
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図表 8 関連が深いと考えられる SDGs 2030年目標の例 
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【コラム 2 バイオマス利用と生物多様性】 

2018 年 10 月に発表された IPCC の「1.5℃特別報告書」でも見られるように、バイオマスエネルギー

は地球温暖化対策の一つとして重要視されています。しかしバイオマスエネルギーは生物資源を利用する

ものであり、また今後必要とされるバイオマス資源を確保するには農地面積の大幅な拡大が必要であると

の試算もあるため、利用方法によっては生物多様性の毀損という別の環境問題を生じさせてしまいます。

温室効果ガスの吸収源としても重要な保全すべき森林が、例えばパーム油のようなバイオマス資源のため

に伐採されれば、温暖化対策としての効果も帳消しになってしまいます。また、倒木や落葉も林地の栄養

循環を構成する重要な要素のため、過剰な採集は森林の劣化に繋がります。 

反面、木質資源をバイオマス原料として利用することは、林業の採算を向上させ、地域の持続的で健全

な森林づくりの一助となる可能性も持っています。このような場合は生物多様性への貢献や配慮行動とし

てバイオマス利用を記載することもできますが、森林減少を引き起こさない原材料調達と、自然界の栄養

循環を崩さない規模に制御していることを確認してください。 

 

参考になる実例 リコージャパン株式会社 

 

（出所）リコージャパン株式会社「リコーグループ サステナビリティレポート 2017」 
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3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計範囲 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

 生物多様性は他の環境課題と異なり、物質単位で計測することが常に可能ではありません。数値

にならない「質」の側面が非常に重要なため、実績報告においては質の側面に着目した定性的報

告が中心となります。 

 他方、事業のプロセスやオペレーションにおける取組は、企業活動で通常用いられている数値指

標により報告することが可能です。行動計画の内容に応じて、定量的報告と定性的報告のいずれ

か又は両方を行います。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 3．生物多様性） 

□ 生物多様性の保全に資する事業活動 

□ 外部ステークホルダーとの協働の状況 

ア 定性的報告 

 定性的報告では、生物多様性や生態系が直面している問題（損失・荒廃・劣化・絶滅）にどのよ

うに取り組み、それがどのような変化につながったかを説明します。 

 生物多様性が抱えている問題は様々なので、現状の問題点の説明と、実施した活動が問題解決に

どう貢献するものなのか説明することが、読み手からの正しい評価につながります。 

 変化が見られるようになるまでには時間がかかります。また一社だけで大きな変化をもたらすこ

とも現実的ではありません。取り組み前に見られた状況と取組後の状況に大きな差がないことの

方が一般的とも言えます。また気象等周囲の環境条件で短期的には悪化したように見えることも

あります。そのような場合は、その理由を記載します。 

 カメラトラップや生き物観察による結果を、定量的報告（後述）で挙げた生息調査とは別に、動

植物の名称で報告することも考えられます。ただし、種の同定は専門家により行ってください。 
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イ 定量的報告 

 定量的報告では、以下のような指標が考えられます。 

 事業過程の例 

 コミットメントの期限と数値目標に照らした進捗報告 

 生物多様性配慮型製品の発注比率や件数、総額 

 各種認証制度により認証された事業所数 等 

 事業実績の例 

 生物多様性配慮型製品・サービスの売上や受注状況 

 生物多様性配慮型製品・サービスの全体に占める比率 

 各種認証制度により認証された製品の種数 等 

 現地実績の例 

 生息調査の概要（場所・期間・手法・調査者）と調査結果 

 アニマルパス設置による動物事故件数の増減や、植林活動における活着率等、数値が可能

な対策結果 等 

 

ウ 生物多様性における信頼性の担保について 

 生息調査・森林資源量の測定等、定量的報告で挙げた調査活動は、専門機関や専門家により設

計・実施された科学的なものであることが必要です。 

 定性的報告で活動の効果を記載する場合は、協働関係にある学術機関や団体からのコメントを掲

載することが望まれます。協働先がない場合は、当該テーマに対し専門性や知見を有する有識者

の第三者意見を付するのが良いでしょう。 

 

【コラム 3 森林の二酸化炭素吸収】 

森林の二酸化炭素吸収機能を基に気候変動の緩和への貢献として語る場合、その吸収量は科学的方法論

に即することが肝要です。気候変動枠組み条約での緩和のアプローチの一つとして「森林減少・森林劣化

に由来する排出の抑制、並びに森林保全、持続可能な森林経営、森林炭素蓄積の増強（REDD＋）」があり、

二酸化炭素削減量は科学的な測定・報告・検証（MRV）が求められています。国際的に認められた方法で

算出することで、数値としての信頼性が高まります。 
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(4) 参考になる実例 

実例１ 大日本印刷株式会社 

 

（出所）大日本印刷株式会社「DNP グループ CSR 報告書 2018（Web サイト）」 
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実例２ イオン株式会社 
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（出所）イオン株式会社「イオンレポート 2018」  



生-19 

 

実例３ 積水ハウス株式会社 

 

（出所）積水ハウス株式会社「持続可能性報告書 2018 年 1 月期」 
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(5) 参照できる文献類 

図表 9 国際的に重要な場所や動植物のリスト・基準 

名称 策定団体 内容 

絶滅のおそれのある 

野生生物の種のリスト 

国際自然保護連合 世界の動植物を絶滅の危険性から分類したリスト

（https://www.iucnredlist.org/） 

高い保護価値（HCV） HCV Resource 

Network 

保護価値の高い場所の要件を定めたもの。6 段階に

分かれ、事業者が事業用地の保全の必要性を判断す

る際に利用可能（https://www.hcvnetwork.org/） 

生物多様性 

ホットスポット 

コンサベーション・

インターナショナル 

1,500 種以上の固有維管束植物（種子植物、シダ

類）が生息しているが、原生の生態系の 7 割以上が

改変された地域。2017 年時点で世界 36 か所が選定

されている。（https://www.conservation.org/global/

japan/priority_areas/hotspots/Pages/overview.asp

x） 

重要生息環境（IBA） バードライフ・ 

インターナショナル 

野鳥を指標とした生物多様性の高い地域のリスト。 

世界で 12,000 か所以上が指定されている。 

（http://datazone.birdlife.org/home） 

◆ その他、関連する参考文献 

○ 環境省「生物多様性基本法」 

（http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/kihonhou/index.html） 

○ 環境省「遺伝子組み換え生物等の仕様等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カル

タヘナ法）」 

（https://www.biodic.go.jp/bch/bch_2.html） 

○ 環境省「遺伝資源アクセス（ABS）関連法規制」 

（https://www.env.go.jp/nature/biodic-abs/foreign_measures.html） 

○ 環境省「事業者のための生物多様性民間参画ガイドライン第 2 版」

（http://www.env.go.jp/nature/biodic/gl_participation/BDGL2_ja.pdf） 

 

○ CDP「森質問書」 

○ CDSB（気候変動開示基準委員会）「CDSB Framework for reporting environmental 

information, natural capital and associated business impacts (April 2018)」 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRI スタンダード」 

 GRI 103：マネジメント手法 2016 

 GRI 304：生物多様性 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドライン」 

 セクター別開示項目（石油・ガス、鉱業、食品加工、電力事業、建設・不動産） 

○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

 分野別基準（抽出物・鉱物加工、運輸、資源転換、一般消費財、食品・飲料、再生可

能・代替エネルギー、インフラストラクチャー） 

https://www.iucnredlist.org/
https://www.hcvnetwork.org/
https://www.conservation.org/global/japan/priority_areas/hotspots/Pages/overview.aspx
https://www.conservation.org/global/japan/priority_areas/hotspots/Pages/overview.aspx
https://www.conservation.org/global/japan/priority_areas/hotspots/Pages/overview.aspx
http://datazone.birdlife.org/home
http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/kihonhou/index.html
https://www.biodic.go.jp/bch/bch_2.html
https://www.env.go.jp/nature/biodic-abs/foreign_measures.html
http://www.env.go.jp/nature/biodic/gl_participation/BDGL2_ja.pdf
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4. 資源循環 

(1) 概要 

1) 資源循環に関する問題とは 

 地球上にある天然資源
1
は限られています。例えば、平成 23 年版環境白書・循環型社会白書・生

物多様性白書によれば、世界の主な地下資源について確認埋蔵量から年間生産量を割った可採掘

年数は、鉄鉱石が 70 年、鉛が 20 年、銅が 35 年、金が 20 年、クロムが 15 年等、多くが 100 年

を下回っており、現在の生産ペースが続くと、現在の世代に対して地下資源の安定供給が困難と

なる可能性に加え、将来の世代に資源を残せない事態が生じる可能性が指摘されています。 

 しかし、世界人口の増加と経済発展を背景に、資源需要は伸び続け、過去約 40 年の間に世界の資

源採掘及び使用は急激に拡大し続けています。経済成長に伴い大量生産・大量消費型のライフス

タイルが普及してきたためと考えられ、今後、開発途上国における生活水準が先進国に近づくに

つれ、一人当たり「マテリアルフットプリント」がさらに増加することが予想されます。 

 また、廃棄物発生量の増加は、最終処分場の逼（ひっ）迫、有害物質の環境への流出等の様々な

環境問題を引き起こします。持続可能な生産・消費の実現には、これらの環境負荷を最小限に抑

えることが必要です。 

 特に、近年は、プラスチック廃棄物の不適切管理による海洋汚染が問題となっています。欧州で

は、海岸や海に多く見られる使い捨てプラスチック（食品・飲料容器、ストロー・食器、レジ袋

等）や漁具、化粧品に含まれるマイクロビーズを対象とした EU 域内規制の案が提示されまし

た。 

 世界全体の持続的な成長のためには、限りある資源を効率的に利用し汚染を予防する必要があり

ます。国連 SDGs の「ゴール 12（持続可能な生産・消費）」では、生産と消費の過程全体を通し

て、天然資源や有害物質の利用及び廃棄物や汚染物質の排出を最小限に抑えることを目指してい

ます。 

 循環型社会の形成の観点から、天然資源の消費を抑制しつつ、循環資源を有効に利用していくこ

とが求められており、資源循環型社会経済へ向けた切り替えが大きな課題となっています。天然

資源については以下の取組が望まれます。 

 再生不能な天然資源の消費を抑制すること（リデュース） 

 再生不能なものから再生可能なものへの転換を図ること 

 使用済み資源の循環的な利用（再使用：リユース、再生利用：リサイクル）を進めること 

  

                                                   
1 「天然資源」には、原油、鉱物、森林資源、水産資源など、さまざまなものがありますが、ここでは、「資源」の区別

をせず、資源の循環利用による有益な環境影響について取り上げます。なお、生物資源の不適切な利用による環境への負

荷や生態系・生物多様性への影響に関する課題については参考資料「3. 生物多様性」を、水資源については参考資料「2. 

水資源」を参照してください。 
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 資源循環問題への取組を検討する際には、「ライフサイクル」の視点が求められます。限りある資

源を効率的に利用して投入を減らし、自社の製品・サービスが使用済みとなり廃棄される段階に

なったときの環境負荷を低減するためには、その製品・サービスの設計・開発の段階から、有害

物質の含有量を減らしたり、材料の使用量を削減したり、分解が容易な形状にしたりリサイクル

しやすい素材を使うなどの配慮が必要です。 

 さらに、カーシェアやサイクルシェア等、モノの「所有」から「共有」へのシフト（シェアリン

グ・エコノミーの拡大）が起きています。社会や環境に配慮した商品・サービスを積極的に選択

する「倫理的消費（エシカル消費）」も注目されています。事業者は、これらの消費者の意識向上

や行動変化に対応していくことで、新たな商機をつかむことも可能です。社会に提供する便益は

変わらずに、資源消費を大きく削減できる機会となります。 

 

2) 資源循環に関する問題が事業にどう関係するのか 

 価格変動リスク：製品・サービスの提供に欠かせない原料や原材料に使われる資源の需要が世界

中で高まったり、採り尽くされたり、あるいは最初から少ないなどの理由で希少になれば、原料

価格が高騰したり、十分な質量が確保できなくなる恐れがあります。原料価格が上がれば、原材

料部品の価格にも転嫁される恐れがあります。 

 特定の希少資源に依存することのリスク：例えば、採掘現場における汚染の深刻化や水不足など

によって供給が寸断される等、海外の資源産出国で問題が生じることもあります。 

 代替資源やリサイクル材へ切り替えるメリット：技術開発を通じて、希少資源への依存をなるべ

く低くしていく取組が行われています。コスト削減、リスク低減が期待されます。 

 使用量を減らす取組やそのような技術を開発するメリット：資源の投入量をできるだけ減らし、

事業エリア内で循環再利用し、工程内で発生するロスを削減するなど、効率性を高めてなるべく

多く生産する取組が行われています。発生した廃棄物や副産物を工程内で循環再利用したり、リ

サイクルした二次原料を活用したりするなど、資源の循環利用が行われています。これにより操

業コストの削減や、廃棄物処理費用の低減も図れます。 

 使用済み製品廃棄物から材料を集めて再利用・リサイクルするメリット：持続可能な資源利用の

問題は、使用済み製品・商品の廃棄にも及びます。資源は、技術的・経済に可能な範囲で、環境

負荷の低減を最大限考慮しながら、各地域・資源に応じた適切な規模で循環させることが重要で

す。同時に、事業者には操業地域や事業展開地域における制度に則って資源リサイクルを適正に

回す責任があり、あるいはそうした制度の構築に寄与していくことが期待されます。 

 廃棄物処理コストの低減機会：廃棄物の処理には社会全体にコストがかかります。廃棄物が増大

し適切な処理が行わなければ、環境の悪化や汚染を引き起こしたり、処理費用が上昇したりして

しまいます。再生可能資源への転換を進め、再生不能資源の利用を削減すると同時に、資源の循

環的利用を進めることにより、廃棄物等の最終処分量を削減することが必要です。処分コストが

上昇すると、支出の増大、適正な廃棄物処理システムの外に廃棄物が流出するリスク、法令違反

リスクもあります（参考資料「6. 汚染予防」を参照）。 

 新市場開拓や市場拡大の機会：ユーザーにとってより魅力的な新たな製品・サービスの開発・提

供や、新たなビジネスモデルの構築といった事業機会も考えられます。資源循環を促進する持続

可能な消費スタイルを、ラベル表示や啓発活動などを通じて、製品・サービスの利用者に伝えて

いくことも必要です。  
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図表 1 資源循環問題が事業に与えるリスク・機会の例 
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(2) 用語解説 

 海洋プラスチックごみ： 

不適切な廃棄物処理等により、世界の海洋汚染も深刻化しています。海洋汚染の原因の一つであ

る海洋プラスチックごみには、漁具、食品・飲料の容器及び包装、たばこのライターやフィルタ

ー等が含まれています。2010 年に海岸地域から発生したプラスチックごみの量の推計値は 9,950

万トンで、そのうち 3,190 万トンが不適切に廃棄され、480 万～1,270 万トンが海洋に流出したと

考えられています。 

⇒詳しく（平成 29 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 第 1 部第 1 章第 2 節 2 SDGs の

各ゴールに関する世界の現状（14）ゴール 14（海洋）） 

 拡大生産者責任： 

生産者が製品の生産・使用段階だけでなく、廃棄・リサイクル段階まで責任を負うという考え

方。⇒続き（EIC ネット）2 

 サーキュラー・エコノミー（循環経済）： 

廃棄物の 3R や資源効率の向上を進めることで、資源の利用及び環境への影響と、経済成長との連

動を断ち切る（デカップル：decouple）こと。 

なお、欧州のサーキュラー・エコノミーでは、インプット管理としてリデュースを最優先とする

だけでなく、シェア、維持/長寿命化、リユース/再配布、改修/再製造など多様な資源の循環による

回復を推進しており、廃棄物政策のみならず、生産・消費段階も含んだ、新たな産業や経済成長

にもつながるような総合的な考え方であることに注意を要します。 

⇒詳しく（平成 28 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 第 3 章第 1 節 2 国外における循

環型社会形成施策の現状） 

 シェアリング・エコノミー： 

「個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む。）を、インターネッ

ト上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活性化活動」であ

るとされており、サーキュラー・エコノミーの類型の一つでもある。 

⇒詳しく（平成 30 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 第 1 部第 3 章第 3 節 1 シェアリ

ング・エコノミーとは） 

 食品ロス： 

本来食べられるにもかかわらず、廃棄されている食品。 ⇒続き（EIC ネット） 

⇒詳しく（平成 30 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 第 1 部第 3 章第 4 節 食品ロス削

減） 

 循環型社会： 

20 世紀の後半に、地球環境保全、廃棄物リサイクルの気運の高まりの中で、大量生産・大量消

費・大量廃棄型の社会経済のあり方に代わる資源・エネルギーの循環的な利用がなされる社会を

イメージした言葉として使われるようになった。⇒続き（EIC ネット） 

 第四次循環型社会形成推進基本計画： 

「循環型社会形成推進基本計画」は、「循環型社会形成推進基本法」に基づき、循環型社会の形成

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めるもの。同法の中で、本計画は概ね 5

年ごとに見直しを行うものとされている。第四次循環型社会形成推進基本計画は、前基本計画の

中央環境審議会での進捗状況の評価・点検を経て、2018 年 6 月 19 日に閣議決定された。新たな

                                                   
2 EIC ネット（（財）環境イノベーション情報機構）（2019 年 3 月閲覧） http://www.eic.or.jp/ 

http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h29/html/hj17010102.html#n1_1_2_2
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h29/html/hj17010102.html#n1_1_2_2
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=401
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h28/html/hj1601030301.html#n1_3_3_1_2
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h28/html/hj1601030301.html#n1_3_3_1_2
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/html/hj18010303.html#n1_3_3
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/html/hj18010303.html#n1_3_3
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=4441
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/html/hj18010304.html#n1_3_4
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/html/hj18010304.html#n1_3_4
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=1238
http://www.eic.or.jp/
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計画では、環境的側面、経済的側面及び社会的側面の統合的向上を掲げた上で、重要な方向性と

して、①地域循環共生圏形成による地域活性化、②ライフサイクル全体での徹底的な資源循環、

③適正処理の更なる推進と環境再生などを掲げ、その実現に向けて概ね 2025 年までに国が講ずべ

き施策を示している。⇒詳しく（環境省ウェブサイト「循環型社会形成推進基本計画」） 

 ライフサイクル： 

原材料の取得や天然資源の産出から最終処分までを含む、連続的でかつ相互に関連する製品又は

サービスシステムの段階群。ライフサイクルの段階には、原材料の取得、設計、生産、輸送又は

配送（サービス提供）、使用後の処理及び最終処分が含まれる。 
（出所）ISO 14001:2015 3.3.3、一部改変 

 倫理的消費（エシカル消費）： 

地域の活性化や雇用なども含む、人や社会・環境に配慮した消費行動。 

⇒詳しく（平成 30 年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 第 1 部第 3 章第 2 節 1 社会的課

題の解決に貢献する倫理的消費（エシカル消費）） 

 レアアース： 

レアアースは、31 鉱種あるレアメタルの一種で、17 種類の元素（希土類）の総称。⇒詳しく（経

済産業省「レアアースとは」） 

 レアメタル（マイナーメタル）： 

資源としては存在量が少ない、もしくは存在量が多くても採掘が難しいため産出量が少ない希少

金属の総称。⇒続き（EIC ネット） 

 3Ｒ： 

「ごみを出さない」「一度使って不要になった製品や部品を再び使う」「出たごみはリサイクルす

る」という廃棄物処理やリサイクルの優先順位のこと。「リデュース（Reduce＝ごみの発生抑

制）」「リユース（Reuse＝再使用）」「リサイクル（Recycle＝再資源化）」の頭文字を取ってこう呼

ばれる。⇒続き（EIC ネット） 

 

 

  

http://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/html/hj18010302.html#n1_3_2_1
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h30/html/hj18010302.html#n1_3_2_1
http://www.meti.go.jp/policy/nonferrous_metal/rareearth/rareearth.html
http://www.meti.go.jp/policy/nonferrous_metal/rareearth/rareearth.html
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&ecoword=%A5%EC%A5%A2%A5%E1%A5%BF%A5%EB
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&ecoword=3R
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(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 

【重要性の判断の視点】 

 重要性を判断するにあたっては、次の 4 つの視点で臨むことが大切です。 

 ライフサイクル 

重要性の検討にあたっては、「ライフサイクル」の視点が求められます。調達する原料や使用

済み製品の廃棄量や種類（資源の内訳）を把握し、あるいは顧客の抱える資源問題を検討

し、バリューチェーン全体での環境負荷について、製品設計や輸送・販売計画の段階で考慮

し、対応することが重要となります。 

 資源への依存度 

自社の事業が依存している重要な資源の状況と、現在の調達量を勘案します。例えば希少な

資源や、需要が高まり価格が上昇している資源などがあれば、その資源への依存度によっ

て、どのようなリスクがあるかを検討します。代替資源を提供や資源投入量を減らす技術や

ソリューションがあれば、資源循環や資源代替へのニーズの高まりが新たな事業機会にもな

ります。 

 廃棄物の最小化 

資源循環課題では、天然資源の消費を抑制しつつ、循環資源を有効に利用し、最終的な廃棄

物等の最終処分量を削減することが必要です。さらには、海洋プラスチックごみのように、

限りある資源が適切に処理・処分がされず環境汚染の原因となっている状況もあります。自

社の事業内だけでなく、製品・サービスの使用済み段階の影響や、調達する原材料の採掘や

精錬の段階で起こる環境汚染など、幅広い視野で課題を検討し、自社にとっての優先順位を

付ける必要があります。 

 循環経済のメリット 

自社工程やサプライチェーンの各工程で発生する副産物の再利用、使用済み製品の回収・リ

サイクル、発生抑制のためのイノベーションやソリューションなど、資源を循環利用するこ

とで得られるメリットを検討します。社会全体で資源が適正に循環利用されるためのリサイ

クル法制度やインフラが整備され適正に維持されることも重要であり、事業者としても地域

社会のリサイクルシステム構築・基盤強化に貢献することの利点があるかもしれません。 
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2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 

 バリューチェーン上における重要な資源課題・リスク・機会の発生場所に応じて、取組方針とそ

れを実現するための行動計画を策定します。 

 策定にあたっては、以下の国際枠組や国内政策動向が参考になります。 

図表 2 資源循環と関連が深いと考えられる SDGs 2030年目標の例 

 

図表 3 OECD「拡大生産者責任」ガイダンス（2016） アップデートの主要ポイント 

 

（出所）環境省中央環境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環戦略小委員会（第 4 回）参考資料 1、2018 年 11

月 13 日 
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図表 4 プラスチック資源循環戦略（案）今後の戦略展開 

 

（出所）中央環境審議会「プラスチック資源循環戦略の在り方について～プラスチック資源循環戦略（案）～（答

申）」、2019 年 3 月 26 日 

 取組方針や行動計画に記載する内容には、例えば以下のような内容が考えられます。 

 資源の投入 

 天然資源や循環資源等の調達又は使用に関わる制約等、操業に関連するリスクの状況 

 再生可能資源や循環資源への切替方針 

 資源生産性の向上対策 

 循環利用率の向上対策 

 関連するイノベーションや市場機会への取組 

 上記の対応策の実施体制 

 資源の廃棄 

 廃棄物等の発生抑制、削減に関する利点や機会についての考え及び方針 

 廃棄物等の排出量や最終処分量の削減のための実施対策として、拡大生産者責任に対する対

応や、発注者として建設廃棄物の削減・再資源化等に対する対応 

 リデュース・リユース・リサイクル対策に関する方針、計画、目標、取組状況及び改善策 

 廃棄物等のリデュース、リユース、リサイクル、適正管理・処理･処分方法 

 関連するイノベーションや市場機会への取組 

 上記の対応策の実施体制 

 行動計画には、実施体制・責任、目標達成の時期を記載します。 
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3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計範囲 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

 取組方針・行動計画の進捗状況の進捗管理と実績報告のために、適切な実績評価指標を設定します。

国内外の政策指標を参考にすることもできます。 

 取組の実施結果を実績評価指標で評価し、取組目標と対比し、取組方針・行動計画の進捗状況を説

明します。 

 以下に、実績評価指標の参考となる報告事項を例示し、留意点や一般的な算定例等を説明していま

すが、ビジネスモデル等、各社の特性に応じた実績評価指標を設定することが重要です。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 4．資源循環） 

資源の投入 

□ 再生不能資源投入量 

□ 再生可能資源投入量 

□ 循環利用材の量 

□ 循環利用率（＝循環利用材の量／資源投入量） 

資源の廃棄 

□ 廃棄物等の総排出量 

□ 廃棄物等の最終処分量 

 「再生不能資源」：枯渇性の天然資源であり、金属、鉱物等、自然による再生の時間が、非常に長い

もの。「再生可能資源」：農産物、木材、海産物等、自然のサイクルや保護的な措置等により短期間

で再生されるもの。「循環利用材の量」：バージン材を代替して循環利用される資源の量。 

 

ア 資源の投入 

(ア) 留意点 

 「資源投入量」とはエネルギー及び水を除く資源で、事業活動に直接投入された物質の量です。例

えば、天然資源の投入量、主要な原材料等及び製品・商品、容器包装資材等の購入・仕入量があり

ます。なお、エネルギー源として使用する化石燃料、水資源は｢資源の投入｣量に含みません。エネ

ルギー源として使用する資源については参考資料「1. 気候変動」を、また水資源については参考資

料「2. 水資源」を参照してください。 
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 また、購入・仕入以外の消耗品等（容器包装のための資材を除く）、工場・事業場の施設設備建て替

え等に資本財として投入される資源、循環利用材の量は、これに含めません。これらは、資源投入

量とは別に記載することができます。 

【報告事項の決定方法】 

 報告対象とすべき資源は、使用量の多さや希少性などから決定し、種類別に記載します。 

 資源を循環利用するための回収にかかるコストとバージン材の価格との比較で循環利用されるか

どうか決まることがあるため、バージン材か循環利用材かの違いを把握することも望まれます。 

 個社のビジネスモデルや重要性に応じて、以下のような指標も考えられます。業態又は事業者にと

って適切な指標設定と算定方法の開発に取り組むことが期待されます。 

 資源投入量全体における再生資源の割合 

 請け負った土木・建築工事等に投入する資源の量 

 再使用・再生利用可能な製品の販売量に占める割合 

 使用済み製品、容器・包装の回収量 

 重要な材料（希少資源等）を含む製品の売上高比率、材料費の割合、当該重要材料の代替率 

 環境・持続可能性の第三者認証を受けた（又は自己宣言の）原材料の割合 

 環境・持続可能性の第三者認証を受けた（又は自己宣言の）製品の提供数、収益（金額） 

【報告・算出のしかた】 

 資源投入量については、主な種類別（及び、重要性があり可能な範囲でその内訳別）にトン単位で

把握します。 

図表 5 種類別の例 

 

 記載単位は、重量（単位はトン）以外の単位で管理することが適切な場合には、実務上用いられて

いる単位によります。 

 再生資源の割合は、業界団体等が発行する統計資料に基づくことも可能です。 

 資源投入量を把握しようとする際に、総製品生産量又は総商品販売量と廃棄物等総発生量を足し合

わせて算出することが可能な場合もあります。 

 売上高や材料費、販売量・提供数など、財務データと組み合わせた指標を採用する場合は、財務デ

ータと環境データの範囲及び期間が一致していることが望ましいです。難しい場合は、どのような

差異があるのかについて説明を付記します。 
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イ 資源の廃棄 

(ア) 留意点 

【報告事項の決定方法】 

 廃棄物の不法投棄や不適切な処理は法令違反であり、また近隣環境の汚染やアメニティの破壊につ

ながるため行政や市民の関心が高い情報です。特に管理が必要な廃棄物の移動や処分など、ステー

クホルダーの判断に影響を与える可能性がある場合には、その内容、事業活動との関連による主な

発生要因、処分状況を記載します。 

 また、廃棄物の発生量を抑制し、廃棄物を適切な再生利用処理へと回すことによって業界や社会全

体で資源の循環利用を進めることで、業界や事業にコスト削減やリスク低減のメリットがある場合

には、設備投資や取組の内容や計画、削減可能な廃棄物の量、その他の環境に有益な影響を記載し

ます。例えば、工程ロスのできる限りの低減と歩留まり向上は、事業にコスト削減メリットがある

だけでなく、廃棄物の発生そのものをなくします。 

 資源循環に関心のあるステークホルダーにわかりやすいよう、報告する情報の地理的範囲を明示し

ます。例えば、国内事業会社とグローバル全体では、ステークホルダーに伝えるべき情報に違いが

あることにより、使うべき指標が異なる場合があります。その場合は別々の表やグラフにすること

も考えられます。また、グローバルの合計に加え、地域別・国別などの内訳を示すこともあります。 

 食品ロス（食品廃棄物）については、農産物等の原材料の収穫から消費までバリューチェーン全体

での非効率と経済損失、無駄な温室効果ガス排出等が指摘される一方で、人口増による食糧生産増

のため森林の農地利用転換の増大と森林減少、栄養不足の状態にある人々が依然として多数いるこ

と等が社会的課題として指摘されています。「食品ロス」問題への取組が重要な場合、まずは自社の

管理下にある範囲の食品廃棄物を測定、報告することが肝要ですが、食品ロスをバリューチェーン

全体で把握し、これを半減させる世界的な取組も行われています。次のステップに進むことが重要

になってきた場合には、サプライヤーや取引先と協力してバリューチェーンの食品廃棄物発生量の

把握へと進むことが考えられます。 

 個社のビジネスモデルや重要性に応じて、以下のような指標が考えられますが、業態又は事業者に

とって適切な指標設定と算定方法の開発に取り組むことが期待されます。 

 廃棄物と有価物の内訳ごとの排出量や原単位 

 廃棄物の処理･処分方法ごとの量 

 発注者として建設廃棄物の削減・再資源化等に対する対応 

【報告・算出のしかた】 

 廃棄物の排出に関する報告事項は、廃棄物等の処理における環境への影響等を説明できるように、

種類別や処分方法別に報告します。 

 日本の廃棄物の種類は、一般廃棄物（そのうちの特別管理一般廃棄物）、産業廃棄物（そのうちの特

別管理産業廃棄物）ですが、日本以外の国では、有害廃棄物とそれ以外の廃棄物に分けているなど、

多くの国で、廃棄物処理に関する独自の法規制が存在します。環境報告においては、各国でそれぞ

れ法規制の対象となっている項目を算定、報告する場合もあれば、自社で独自に定義し、集計・開

示する場合もあります。開示するデータの定義（計算方法等）と集計範囲を説明することが望まれ

ます。 
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 廃棄物等総排出量は、事業活動に伴い発生した廃棄物等の排出量の合計、主な内訳をトン単位で記

載します。廃棄物等総排出量は、事業者がその敷地外（管理外）に、排出・搬出したもの（製品・

サービス等の提供に伴い出荷したものを除く。）及び敷地内で埋め立てたものの重量をすべて合計

して算出します。実務では、廃棄物処理事業者へ処理委託した量を産業廃棄物管理表（マニフェス

ト伝票）から集計して、これに有価物売却重量を加算するといった方法で算出します。重量データ

がない場合は、廃棄物の密度や収集量、物質収支、その他これに類する入手可能な情報を用いて、

重量を推計します。また、マニフェスト伝票が容量で記載の場合には、比重から重量に換算して集

計します（容積や体積から重量への換算にあたっては当該産業廃棄物の推定比重を用いるか、自治

体が示す換算係数を用いる等が考えられます）。 

 廃棄物最終処分量は、廃棄物等の埋立処分量をトン単位で可能な限り記載します。日本での排出の

場合には、マニフェスト伝票に基づき集計した産業廃棄物の埋立処分量と、中間処理・再資源化後

の残渣や残滓量のみを記載することができます。なお、重要性がある場合には、直接最終処分され

る量と予想数値である残渣や残滓の量とは区別して把握、開示したり、残渣や残滓の量を把握でき

なかった場合にその旨を明らかにしたりします。 

 工場・事業場の施設や設備等の建て替え、廃棄等に伴う建設廃材は、生産財、資本財としての性格

を有するため、建て替えや廃棄等を行う年度に突出して排出量が増えるといった変動要因が多いこ

とから、廃棄物総排出量に含めず、分けて把握し、その総排出量の注記が望まれます。天災や事故

による大量発生した廃棄物についても同様な扱いが必要です。 

 食品廃棄物については、国内では食品リサイクル法における食品廃棄物等多量発生事業者（食品廃

棄物等の前年度の発生量が 100 トン以上の食品関連事業者）に対し食品廃棄物等の発生量や食品循

環資源の再生利用等の状況を定期的に報告することが義務付けられています。熱回収の実施方法等

も含め、発生量等に係る測定方法ガイドライン3が農林水産省から示されていますので参考にして

ください。グローバルな食品ロス・食品廃棄物の測定基準としては、例えば FLWプロトコルの「FLW

スタンダード」4があります。これは、サプライチェーン全体で食品廃棄物を測定するためのライフ

サイクルインベントリを作成して目標を設定する手法です。農産物等の原材料採取時から消費時ま

での各段階での廃棄量とロスを「可食部」と「非可食部」に分けて把握し、「送り先」を特定してフ

ローを測定します。 

 該当する場合は、「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約」で

規定される有害廃棄物の目的地別の輸送（委託含む）、輸入、輸出、処理の各総量、国際輸送された

有害廃棄物の割合、及び算出に使用した基準、方法、前提条件について報告します。 

  

                                                   
3 農林水産省 http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syokuhin/s_houkoku/pdf/28_guide_line.pdf 

4 FLW プロトコル http://flwprotocol.org/wp-content/uploads/2018/02/FLW-Standard-full-report-JAPANESE.pdf 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syokuhin/s_houkoku/pdf/28_guide_line.pdf
http://flwprotocol.org/wp-content/uploads/2018/02/FLW-Standard-full-report-JAPANESE.pdf
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(イ) 一般的な計算例 

廃棄物等の総排出量（t） 

＝産業廃棄物等の総排出量（t）＋一般廃棄物の総排出量（t） 

産業廃棄物等の総排出量（t） 

＝産業廃棄物排出量（t）＋有価物売却量（t） 

一般廃棄物の総排出量（t） 

＝一般廃棄物排出量（t）＋専ら物排出量（t） 

 廃棄物等の排出量を全て合算する場合は上記の式となりますが、有価物については、分けて開示する方

が分かりやすい場合があります。ステークホルダーの期待に応じて、廃棄物排出量と有価物の量を別に開

示するかどうか、検討します 

 専ら物とは、専ら再生利用の目的となるもの（古紙、くず鉄、空き瓶類及び古繊維の 4品目）です。 

廃棄物最終処分量（t） 

＝直接埋立処分される産業廃棄物量（t）＋自社敷地内に埋立処分した廃棄物量（t） 
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(4) 参考になる実例 

実例１ トヨタ自動車株式会社 

 

（出所）トヨタ自動車株式会社「環境報告書 2018」  
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実例２ キリンホールディングス株式会社 

 

（出所）キリンホールディングス株式会社「キリングループ 環境報告書 2018」  
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(5) 参照できる文献類 

○ 環境省「循環型社会形成推進基本法」（https://www.env.go.jp/recycle/circul/recycle.html） 

○ 環境省「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（http://www.env.go.jp/recycle/waste/laws.html） 

○ 経済産業省「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」

（http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/admin_info/law/02/index02.html） 

○ 環境省「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル

法）」（http://www.env.go.jp/recycle/yoki/index.html） 

○ 環境省「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」

（http://www.env.go.jp/recycle/kaden/index.html） 

○ 環境省「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）」

（https://www.env.go.jp/recycle/food/01_about.html） 

○ 環境省「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」

（https://www.env.go.jp/recycle/build/index.html） 

○ 環境省「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」

（https://www.env.go.jp/recycle/car/index.html） 

 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRI スタンダード」 

 GRI 103：マネジメント手法 2016 

 GRI 301：原材料 2016 

 GRI 306：排水および廃棄物 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティング・

ガイドライン」 

 セクター別指針開示項目（石油・ガス、鉱業、食品加工、電力事業） 

○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

 分野別基準（ヘルスケア、技術・通信、抽出物・鉱物加工、運輸、資源転換、食品・飲料、

一般消費財、再生可能・代替エネルギー、インフラストラクチャー） 

 

  

https://www.env.go.jp/recycle/circul/recycle.html
http://www.env.go.jp/recycle/waste/laws.html
http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/admin_info/law/02/index02.html
http://www.env.go.jp/recycle/yoki/index.html
http://www.env.go.jp/recycle/kaden/index.html
https://www.env.go.jp/recycle/food/01_about.html
https://www.env.go.jp/recycle/build/index.html
https://www.env.go.jp/recycle/car/index.html
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5. 化学物質 

(1) 概要 

1) 化学物質に関する問題とは 

 様々な産業活動や日常生活に多種多様な化学物質が利用されています。化学物質には多くの優れ

た機能があり、製品の効用や生活の利便性を高める上で有益です。 

 化学物質の中には、その製造、流通、使用、廃棄・リサイクルの各段階で適切な管理が行われな

い場合に環境汚染を引き起こし、人の健康や生態系に有害な影響を及ぼしたり、オゾン層の破壊

や地球温暖化などの影響を与えたりするおそれがあるものがあります。 

 また、環境の中で分解されにくく、生物中に蓄積され、長距離を移動し広範な環境影響をもたら

すおそれがある残留性有機汚染物質 POPs(Persistent Organic Pollutants)と呼ばれるものがあり

ます。これらの物質は汚染防止の対象となっており、国際的に協調して廃絶・削除することが求

められています。対象物質には、意図せずに生成される副産物（ダイオキシン等）や、特定の農

薬・殺虫剤や工業化学品等が含まれています。 

 我が国では、化学物質審査規制法（以下「化審法」）の下、残留性（Persistence）、生物蓄積性

（Bioaccumulation）、長期毒性（Toxicity）の特性を持つ物質の製造・使用が原則禁止されていま

す。また、化学物質排出把握管理促進法（以下「化管法」）の下、有害性がある化学物質につい

て、事業者が環境中に排出した化学物質の量（排出量）や廃棄物等として処理するために事業所

外へ移動させた量（移動量）を国に届出し、国が集計・公表する化学物質排出移動量届け出制度

（Pollutant Release and Transfer Register、以下「PRTR 制度」）があり、事業者の自主的な管

理の促進が求められています。PRTR 制度の対象となる化学物質は、2019 年 3 月時点で 462 物質

が指定されています。 

 2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳会議（持続可能な開発に関する世界首脳会議（World 

Summit on Sustainable Development、以下「WSSD」）での決定により、2020 年までに、化学

物質の製造と使用による人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化することを目指すこと

となり、2006 年の国際化学物質管理会議（International Conference on Chemicals 

Management：ICCM）において、国際化学物質管理のための戦略的アプローチ（Strategic 

Approach to International Chemicals Management：SAICMＩ）が採択され、この目標達成へ

向けて、世界各国で化学物質法規制の拡大・強化が進んでいます。 

 化学物質の安全性について、人の健康や生態系への影響及び被害の因果関係が科学的に証明され

ていない場合でも、重大かつ不可逆的な影響を及ぼすおそれがある場合、予防原則

（Precautionary Principle）で行動することが重要です。 

 現在我が国では規制対象となっていない化学物質でも、諸外国で規制が課せられるようになって

いる場合がありますので、国際的な動向にも注意が必要です。 

  



化-2 

 

2) 化学物質に関する問題が事業にどう関係するのか 

 事業活動の様々な工程において、多種多様の化学物質が使用されており、大気や水、土壌を通じ

て環境中に排出されます。それらの化学物質の中には、人の健康や生態系に有害な影響を及ぼす

おそれ（環境リスク）があるものがあります。 

 環境リスクの大きさは、化学物質の有害性、またその化学物質の環境への排出量によって決まり

ます。化学物質は様々な製品や工程で使用されており、例え、有害性が低いもの、又は低濃度で

あっても、その化学物質に長期間にわたりさらされることで、人の健康を損なうおそれ又は動植

物の生息もしくは生育に支障を及ぼすおそれがあります。さらに、化学物質の環境残留性、生物

蓄積性、長距離移動性により、自社のみならず近隣地域へ広範な環境影響をもたらす可能性があ

ります。また、その物質自体は有害性がなくても、環境中に排出された後で化学変化を起こし有

害な化学物質を生成する物質もあります。 

 環境に悪影響を及ぼすおそれのある有害な化学物質が適切に管理されなければ、事故、操業停

止、信用低下・イメージの悪化、訴訟等の可能性があります。事故が発生した場合、操業の中

断、施設の損傷、コンプライアンス問題、復旧コストの増加、ブランドイメージの低下等のおそ

れがあります。 

 化管法では、事業者による化学物質の自主的な管理の改善の促進が目的の一つとされており、

PRTR 制度では対象事業者に対し、対象化学物質の大気への排出量（排気口や煙突からの排出や

塗料や溶剤に含まれる成分の揮発）、公共用水域への排出量（河川や湖沼、海域等と接続する灌漑

用水路などへの排出）、事業所における土壌への排出量（タンクやパイプから土壌へ漏洩した量も

含む）及び事業所で生じた廃棄物としての事業所内での埋立量並びに廃棄物処理業者に処理を委

託した場合や下水道へ排出する場合の移動量についての把握及び届出が義務づけられています。 

 製品に含有される化学物質の観点も重要です。化学物質が人の健康や生態系へ与える影響は、顧

客や消費者による製品の評判に悪影響を及ぼす可能性があります。例えば、基準を満たさない建

材や内装材から発散される化学物質による室内空気汚染が原因とされるシックハウス症候群や、

農薬や殺虫剤の誤った使用による生物や自然生態系への影響といった問題があり得ます。 

 事業者は、化学物質がバリューチェーンのどこから排出されるのか、施設や工程における対象物

質の流れ及び排出の特徴を把握したうえで、化学物質の適正な管理を行うとともに、代替物質の

使用や、新たな生産方法・工法の開発・変更等を通じて、人の健康や生態系へ悪影響をおよぼす

可能性のある化学物質の取扱量の削減を行い、上記のリスクを未然に防止する必要があります。 

 化学物質の適切なリスク評価、ライフサイクルでの管理を行うためには、ステークホルダーとの

化学物質のリスクコミュニケーションを行うことが重要となります。すなわち、サプライヤーと

の化学物質情報の共有や、消費者や輸送業者に対する製品安全情報の表示、行政や市民への適切

な情報開示と対話が求められます。 

 一方で、化学物質の問題を解決することは、自社にとっての機会にも繋がります。例えば、バイ

オプラスチックや環境負荷の少ない新素材の開発など、技術やイノベーションを通じて環境への

負荷を抑えることができる可能性があります。 
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図表 1 化学物質に関する問題が事業活動に与えるリスク・機会の例 

 
 

(2) 用語解説 

 予防原則（Precautionary Principle）： 

欧米を中心に取り入れられてきている概念で、化学物質や遺伝子組換えなどの新技術などに対して、

人の健康や環境に重大かつ不可逆的な影響を及ぼす恐れがある場合、科学的に因果関係が十分証明

されない状況でも、規制措置を可能にする制度や考え方のこと。⇒続き（EIC ネット）
1
  

 PRTR 制度： 

化学物質排出移動量届出制度。有害性がある化学物質の環境へ排出される量や廃棄物や下水排水に

含まれて事業所外へ移動する量の登録・公表を求める制度。⇒詳しく（PRTR インフォメーション

広場 ウェブサイト） 

 RoHS 指令： 

電機電子機器に対する特定有害物質の使用制限について言及する欧州連合の指令。正式名称は

「 Directive on the Restriction of the use of certain Hazardous Substances in electrical 

equipment」⇒詳しく（EIC ネット） 

 REACH 規則： 

化学物質の登録・評価・認可・制限に関する欧州連合の規則。正式名称は「the Registration, 

Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals」（欧州議会・理事会規則  (EC) No 

1907/2006）。⇒詳しく（EIC ネット） 

 SDS（Safety Data Sheet）： 

化管法に基づき、化学品の性状や取扱いに関する情報の提供を規定する安全データシート制度

（Safety Data Sheet（SDS）制度）において、事業者による化学物質の適切な管理の改善を目的と

して、化管法で指定された「化学物質又はそれを含有する製品」を他の事業者に譲渡又は提供する

際に、化学品の特性及び取扱いに関する情報を事前に提供する際に使用される。⇒詳しく（PRTR

インフォメーション広場 ウェブサイト） 

 

 

                                                   
1 EIC ネット（（財）環境イノベーション情報機構）（2019 年 3 月閲覧） http://www.eic.or.jp/ 

http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=2635
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/notification/index.html
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/notification/index.html
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=2957
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=3823
https://www.env.go.jp/chemi/prtr/notification/sds.html
https://www.env.go.jp/chemi/prtr/notification/sds.html
http://www.eic.or.jp/
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(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 

【重要性の判断の視点】 

 重要性を判断するにあたっては、次の 3 つの視点で臨むことが大切です。 

 有害性・環境影響の重大さ 

化学物質は、製品に含まれるものや環境への排出後に変化する物質も含め、排出量・移動量

を把握し、適正な管理を行うとともに、優先順位を付けて悪影響をおよぼす可能性がある化

学物質の排出量や移動量の削減に取り組むことが望まれます。 

優先的に削減すべき対象物質については、業種ごと、物質ごとや大気、水、土壌などの排出

先ごと、排出される場所ごと（事業所や家庭など）に、その量や内容を見る必要がありま

す。 

化学物質の性質や量に加え、放出先の環境が脆弱あるいは貴重な生態系であったり、湖沼な

どの閉鎖系水域であったりと、影響を受ける環境やステークホルダーの状況との組み合わせ

で考えることも必要です。 

 バリューチェーンを見渡す 

報告対象範囲は、事業者のグループ内だけでなく、バリューチェーン全体を視野に入れて決

定する必要があります。特に製品の輸送、使用、使用済み製品の廃棄時の各段階における化

学物質の環境への影響や、取り扱われる状況を想定した管理の重要性判断が必要となりま

す。 

 事故・非日常・異常時の想定 

化学物質が適切に保管されていたとしても、事故や天災等に見舞われた場合（異常時）に

は、貯蔵量や物質の有害性により重大な環境影響が発生する可能性があるため、重要な環境

課題となり得るか検討することが望まれます。 
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2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 

 化学物質に関わる問題にどのように対処するか、化学物質の管理、排出量・移動量の低減対策、

より安全な物質への代替え措置、安全対策等について、取組方針・行動計画を策定します。 

 化学物質は、少量であっても適正管理が必要なので、取組方針・行動計画には、化学物質の管理

状況に関する説明も含めます。 

 以下を開示することが望ましいです。 

 化学物質に関するリスクコミュニケーションの状況（説明会の開催回数等） 

 取り扱っている化学物質の安全性情報の収集、リスク評価の実施（物質名、有害性情報等） 

 川上（化学物質製造事業者等）から川下（成形品製造事業者等）への化学物質有害性情報に

係る伝達の方針及び取組状況 

 川下から川上への化学物質の用途情報に係る伝達方針及び取組状況 

 海外の関連法規制（RoHS、REACH 等）への対応状況 

 化学物質に関わる問題は、国連「持続可能な開発目標（SDGs）」でも言及されており、化学物質

の環境上適正な化学物質の管理、有害な化学物質や物質の放出の最小化等が目指されています。

SDGs のターゲットの中から自社の事業活動と特に関わりが深い項目を選び、取組方針に活用す

ることもできます。 

図表 2 化学物質と関連が深いと考えられる SDGs 2030年目標の例 

 
 

  



化-6 

 

3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計範囲 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

 取組方針・行動計画の進捗状況の進捗管理と実績報告のために、適切な実績評価指標を設定します。

国内外の政策指標を参考にすることもできます。 

 取組の実施結果を実績評価指標で評価し、取組目標と対比し、取組方針・行動計画の進捗状況を説

明します。 

 以下に、実績評価指標の参考となる報告事項を例示し、留意点や一般的な算定例等を説明していま

すが、ビジネスモデル等、各社の特性に応じた実績評価指標を設定することが重要です。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 5．化学物質） 

□ 化学物質の貯蔵量 

□ 化学物質の排出量 

□ 化学物質の移動量 

□ 化学物質の取扱量（製造量、使用量） 

 指標には、リスクコミュニケーションとしての化学物質の貯蔵量、排出量、移動量、取扱量（製

造量、使用量）の他、毒性や有害性の低い物質又は低濃度・低環境影響原材料への代替率、環境

配慮製品を定義した上での当該製品の売上高比率などがあります。 

 

(ア)留意点 

【報告方法】 

 主な化学物質については、種類別に数量を記載します。 

 化学物質の貯蔵量、排出量等に前期と比較して大幅な増減があった場合には、その理由を具体的

に説明します。 

 化学物質に関する情報を記載する際には、PRTR 制度に基づいて届け出た物質も参考にしつつ、

取扱量や購入量が多いもの、あるいは危険性が高い等、ステークホルダーへの影響が大きいと考

えられる化学物質について、物質毎に排出量、移動量等を区別して記載します。さらに平均保管

量、最大保管量についても記載することが期待されます。 
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 化学物質の排出量と移動量（特に排出量）については、事業所の自主管理の状況などを事業所周

辺の住民などへ情報提供する観点からも、事業所毎の数値を記載することが期待されます。 

 我が国では、PRTR 制度があるため、PRTR 対象物質の把握方法、算定方法については、「PRTR

排出量等算出マニュアル」を参考にすることができます。 

 フロン排出抑制法の対象事業者は、漏えい量の把握・報告、漏えい防止対策等の実施が求められ

ます。なお、排出量については CFC、HCFC は PRTR 対象物質として、HFC は温室効果ガスと

しても把握します。 

 土壌汚染・地下水汚染の状況については、土壌汚染対策法に基づく調査や自主的に実施した調査

の状況について記載することが期待されます。 

 

 諸外国でも多くの国で、化学物質管理に関する独自の法規制が存在します。各国で法規制の対象と

なる化学物質は異なるため、環境報告においては、各国でそれぞれ法規制の対象となっている物質

を算定報告する場合もありますし、自社グループで特に重要と考える化学物質を定めてグループ全

体で同じ化学物質を集計開示する場合もあります。 

【製品の環境情報】 

 製品に含有される化学物質によって消費者の健康及び生物や自然生態系へ影響を及ぼすリスクが

あります。自社が取り扱う製品の化学物質の潜在的なリスクを認識し、バリューチェーンを通し

て、化学物質の有害性等について事業者間及び消費者に対して情報伝達することが重要です。 

 国際化学工業協会協議会（International Council of Chemical Associations：ICCA）は「グロー

バルプロダクト戦略（Global Product Strategy：GPS）」により、バリューチェーン全体を通じて

製品の化学物質に関する有害性やリスクの最小化へ向けた情報の開示・共有による化学物質の管

理能力強化を推進しています。 

 WSSD の目標達成に向けて、世界各国で化学物質法規制の拡大・強化が進んでおり、様々な国で

化学物質に関する新法規制の施行、法改正が実施されています。化学物質管理制度や規制動向に

注視し対応することが求められます。海外で製造、海外へ輸出する製品に含まれる化学物質につ

いて、海外の関連法規制（RoHS、REACH 等）の対象となる可能性があるため、当該国における

化学物質に関する規制に基づき、対象となる化学物質の当該国における製造量・輸出量、当該国

に輸出する製品に含まれる対象化学物質の輸出量等について把握することが求められます。 

 事業者は製品に含有される化学物質について、サプライチェーンを通して情報収集を行うと共に

情報開示をすることが重要となります。自主的に化学物質を管理するシステムやデータベースな

どがあれば、開示することが有用です。 

 化管法に基づく SDS 安全データシート制度（用語解説参照）の対象となる化学物質を扱う事業者

は、事業者間の取引時に、SDS を提供し、化学品の危険性や有害性、貯蔵または取り扱いの注意

点等の情報を伝達することが求められます。ラベル表示による製品の含有化学物質の有害性情報

や適切な取り扱い方法を伝達することも重要です。 

 製品に含まれる化学物質の適正管理に関して、ステークホルダーに対するリスクコミュニケーシ

ョンを行っている場合は、開催回数などを開示するとよいでしょう。 
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 化学物質の大気への排出に関して、揮発性有機化合物（VOC）排出量を自主的に把握したり、排

出量の削減へ向けた取り組みを行っていたりする場合は、実績を開示することが望ましいです。 

 また、化学物質の管理改善に向けて行っている取り組みを開示することも有用です。例えば、製

品に含有される化学物質が環境に及ぼす影響を考慮し、化学物質の代替化を進めている場合は、

それら製品が売り上げに占める割合等、その実績を報告するとよいでしょう。 

 

(イ) 一般的な計算例 

 それぞれの計算においては、「PRTR 排出量等算出マニュアル」が参考になります。 

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/notification/calc.html 

【化学物質の貯蔵量】 

対象物質の貯蔵量 

＝原材料、資材等の貯蔵庫内の年度末在庫量×原材料、資材等に含まれる対象物質の含有率（%）÷

100 

 

【化学物質の排出量、移動量】 

① 実測による方法 

排出量 or 移動量 

＝｛排ガス、排水（下水除く） or 廃棄物（下水含む）中の対象物質濃度｝×｛年間排ガス量、排水

量（下水除く） or 廃棄物量（下水含む）｝ 

② 排出係数による方法 

排出量 or 移動量 

＝排出係数×年間取扱量 

③ 物性値を用いた計算による方法 

排出量 or 移動量 

＝｛物性値を用いた計算による排ガス、排水（下水除く） or 廃棄物（下水含む）中の対象物質濃度｝

×｛年間排ガス量、排水量（下水除く） or 廃棄物量（下水含む）｝ 

④ 物質収支による方法 

排出量 or 移動量 

＝対象化学物質の取扱量－製造品としての搬出量－他の排出量・移動量 

 
※ PRTR 制度に基づき、事業者が都道府県経由で国へ届出する排出量及び移動量は、有効数字は 2 桁（四捨五入）

と定められていますが、任意の制度である環境報告では、より正確と思われる有効桁数の多い数値を用いて報

告することも問題ありません。 

  

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/notification/calc.html
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【化学物質の取扱量(製造量、使用量)】 

対象物質の年間取扱量 

＝対象物質の年間製造量＋対象物質の年間使用量 

対象物質の年間使用量 

＝原材料、資材等の年間使用量×原材料、資材等に含まれる対象物質の含有率（%）÷100 

原材料、資材等の年間使用量 

＝原材料、資材等の年間購入量又は搬入量－原材料、資材等の期末在庫量＋原材料、資材等の期初在

庫量 
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(4) 参考になる実例 

実例１ 花王株式会社 
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（出所）花王株式会社「花王サステナビリティデータブック 2018」 
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実例２ 大和ハウス工業株式会社 

 

（出所）大和ハウス工業株式会社「大和ハウスグループ サステナビリティレポート 2018」  
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(5) 参照できる文献類 

○ 環境省「大気汚染防止法」（http://www.env.go.jp/air/osen/law/） 

○ 環境省「水質汚濁防止法」（https://www.env.go.jp/water/mizu.html） 

○ 環境省「土壌汚染対策法」（http://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html） 

○ 環境省「ダイオキシン類対策特別措置法（ダイオキシン法）」

（https://www.env.go.jp/chemi/dioxin/） 

○ 環境省「水銀による環境の汚染の防止に関する法律について」

（https://www.env.go.jp/chemi/tmms/law.html） 

○ 経済産業省「化学物質の審査及び製造等規制に関する法律（化審法）」 

（http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/index.html） 

○ 経済産業省「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化

管法）」（http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html） 

 PRTR 制度（化学物質排出移動量届出制度） 

 SDS（安全データシート） 制度 

○ 経済産業省「高圧ガス保安法」

（http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/hipregas/hourei/index.html） 

○ 厚生労働省「労働安全衛生法」

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/index.html） 

○ 厚生労働省「毒物及び劇物取締法」（http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/dokuindex.html） 

○ 総務省「消防法」（http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/shoubou.html） 

 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRI スタンダード」 

 GRI 103：マネジメント手法 2016 

 GRI 303：水と排水 2018 

 GRI 306：排水および廃棄物 2016 

 GRI 307：環境コンプライアンス 2016 

 GRI 308：サプライヤーの環境面のアセスメント 2016 

 GRI 417：マーケティングとラベリング 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドライン」 

 セクター別開示項目（石油・ガス、鉱業、空港運営） 

○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

 分野別基準（抽出物・鉱物加工、資源転換、一般消費財） 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/index.html
http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/dokuindex.html
http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/shoubou.html
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6. 汚染予防 

(1) 概要 

1) 汚染予防に関する問題とは 

 「公害」は、環境基本法により、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲1にわたる

（1）大気の汚染、（2）水質の汚濁、（3）土壌の汚染、（4）騒音、（5）振動、（6）地盤の沈下及び

（7）悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害2が生ずること、と定義されています。こ

の 7 種類は”典型 7 公害”と呼ばれています。 

 事業の様々な工程から生じる有害な物質を含む廃棄物や排ガス、排水等による環境汚染は、人や

生態系へ影響を与えます。汚染は、製品の使用や、不要になった製品の廃棄によっても生じるこ

とがあります。「汚染予防」とは、工場や採鉱現場などからの汚染物質の排出口を規制するエンド

オブパイプ対策だけでなく、より上流工程にある廃棄物や汚染の発生源で対策をしたり（例：ク

リーナー・プロダクション）、製品の廃棄段階における環境負荷低減を設計段階で考慮したりする

こと（環境配慮設計）で、汚染の発生を未然に回避・削減することも含まれています。 

 我が国では、古くは 19 世紀後半から、産業化と経済成長に伴い排出される廃棄物や有害物質によ

り、大気や水、土壌・地下水等が汚染され、人の健康やアメニティを損なうさまざまな公害が発

生しました。1967 年に定められた「公害対策基本法」は、1993 年に「環境基本法」となりまし

たが、今でも公害の定義や公害防止政策の基本は当時の定めに沿って行われています。 

 中長期的には、我が国における環境基準の達成状況は概ね改善傾向にあり、かつて全国的に生じ

た激甚な公害のない社会を実現できているのは、関係者が長年にわたり汚染予防の基盤を築いて

きたからこそと言えます。しかし、環境汚染は過去の問題ではなく、新たな産業発展に伴う多彩

な化学物質の管理も含め、国民の健康や生活環境を守る上で、引き続き国内における重要な課題

です。また、工業化や都市化が著しい発展途上国などの有効な公害防止・環境保全制度がない場

所では、激甚な公害を克服してきた我が国の知恵と

経験、技術が健康被害や環境汚染を解決する有効な

手立てとなります。 

 また、汚染物質には、国を超えて「越境」し、

国際的な環境問題を引き起こすものがありま

す。さらに、自然環境の中で分解されず、長い

間環境中に残留し、長距離を移動して発生源か

ら遠い北極などで、食物連鎖の結果として生物

の体内に蓄積する有害物質もあります（残留性

有機汚染物質：POPs）。 

 例えば、大規模な化学肥料の生産や農作物の栽

培、燃料の燃焼等により、大量の窒素化合物が

環境中に放出されています。世界的な人口の増

加や食生活の変化による穀物等の需要の増大を

背景に、世界の化学肥料の需要は年々増大して

                                                   
1 ある程度の広がりがあれば、被害者が 1 人の場合でも該当する。 

2 既に発生しているもののほか、将来発生するおそれのあるものも含む。 

図表 1 地球の限界（プラネタリー・バウ

ンダリー）による地球の状況 
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います。環境中に蓄積された窒素化合物は、形態を変化させながら、土壌、地下水、河川等を経

て海へと流出し、その過程で湖沼や海域の富栄養化、底層の貧酸素化、地下水の硝酸性窒素等に

よる汚染等を引き起こすとともに、大気中に放出された窒素酸化物は酸性雨や気候変動の原因に

もなっています。 

 水銀については、石炭利用などによる人為的な排出が、大気や水、生物中の水銀濃度や堆積速度

を高めている状況を踏まえ、地球規模での水銀対策の必要性が認識される中、水銀及び水銀化合

物の人為的な排出から人の健康及び環境を保護することを目的とした「水銀に関する水俣条約」

が 2017 年８月に発効しています。 

 近年は、適切な処理ルートから外れたプラスチックごみ等が海洋を汚染し生物に影響を与えてい

ることが問題になっており、国際的な対応が始まっています。 

【大気汚染】 

 我が国の「大気汚染防止法」では、ばい煙3、揮発性有機化合物4、粉じん5、水銀を規制対象とす

るとともに、低濃度であっても長期的な摂取により健康影響が生ずるおそれのある「有害大気汚

染物質6」の対策推進を定めています。 

 一酸化窒素や二酸化窒素等の窒素酸化物（NOx）は、主に物の燃焼に伴って発生するもので、主

な発生源には、工場等の固定発生源と自動車等の移動発生源があります。NOx 及び揮発性有機化

合物（VOC）は、光化学オキシダント、微小粒子状物質（PM2.5）、浮遊粒子状物質（SPM）、酸

性雨の原因物質となります。近年、地域によって汚染源が異なる傾向にあることが判明してきて

いることから、地域の特徴をふまえて対策を進めていく必要があります。 

 また、過去に建てられた建築物又は工作物に広く利用されてきた石綿については、建築物等の解

体・改造・補修工事の際には、事前の調査や除去時の適切な措置をとることにより、石綿が飛散

するのを防止する必要があります。 

 「長距離越境大気汚染条約」では、批准国に対して、硫黄等の酸性雨に影響を及ぼす物資の排出

防止策、モニタリングの実施、情報交換の推進について規定しています。具体的には個別の議定

書によって、硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、VOC、重金属、POPs、アンモニア、

PM2.5 等に関する規制や対策推進が補足・強化されています。 

 近年、大気汚染物質が原因で気管支炎による死亡率が増大する問題が指摘されており、アジアを

はじめとする途上国・新興国各国で大気汚染防止規制が著しく強化されています。 

 

                                                   
3 物の燃焼等に伴い発生するいおう酸化物、ばいじん（いわゆるスス）、有害物質（ 1)カドミウム及びその化合物、2)

塩素及び塩化水素、3)弗素、弗化水素及び弗化珪素、4)鉛及びその化合物、5)窒素酸化物）をいう。 

4 大気中に排出され、又は飛散した時に気体である有機化合物（浮遊粒子状物質及びオキシダントの生成の原因とならな

い物質として政令で定める物質を除く。）をいう。 

5 物の破砕やたい積等により発生し、又は飛散する物質をいう。石綿（アスベスト）は、人の健康に被害を生じるおそれ

のある物質として「特定粉じん」に指定されている。 

6 該当する可能性のある物質として 248 種類、そのうち特に優先的に対策に取り組むべき物質（優先取組物質）として

23 種類がリストアップされている。十分な科学的知見が整っているわけではないが、未然防止の観点から、早急に排出

抑制を行わなければならない物質（指定物質）として、1)ベンゼン、2)トリクロロエチレン、3)テトラクロロエチレンの

３物質が指定され、それぞれ排出抑制基準が定められている。なお、ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特

別措置法に基づき対応している。 
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【水質汚濁・海洋汚染】 

 水質の汚濁については、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上でそれぞれ維持すること

が望ましい基準として、環境基準が設定されています。我が国の「水質汚濁防止法」では、水質

の汚濁の防止、生活環境の保全等を目的として、工場又は事業場から公共用水域への排水につい

て、カドミウム等の有害物質、水素イオン濃度等の生活環境項目の排水基準が定められていま

す。有害物質を使用・貯蔵する施設には届出・許可取得が義務付けられ、事業者は有害物質の地

下浸透制限、当該施設等の構造基準等の遵守、定期点検の義務、事故時の措置、汚染された地下

水の浄化等の規制がかかります。また、公共用水域に多量に排出されることにより人の健康若し

くは生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるホルムアルデヒド等の指定物質については、事故

時の措置とその届出が求められます。 

 湖沼、閉鎖性海域への排水については、富栄養化対策の為に窒素・りんに係る排水規制、総量削

減等が行われています。森、里、川、海（陸域と海域を含めた流域全体）の栄養塩類の円滑な循

環を通じて、生物多様性に富み豊かで健全な生態系の構築に向けた取組が推進されています。 

 海洋汚染問題には、油や有害物質の排出による水産資源への損害、ごみ等の浮遊による景観悪

化、自然環境への悪影響、固形物の堆積による海底地形変更、着色の汚水による海の色の変化、

温水による海水温の上昇等が考えられます。我が国では、上記の水質汚濁防止法に加え、海洋汚

染等及び海上災害の防止に関する法律（以下「海防法」という。）により、船舶、海洋施設及び

航空機からの海洋への油、有害液体物質等及び廃棄物の排出、船舶及び海洋施設における油、有

害液体物質等及び廃棄物の焼却が規制されています。船舶から排出されるバラスト水を適切に管

理し、バラスト水を介した有害水生生物及び病原体の移動を防止することを目的とした国際海事

機関（IMO）の「船舶のバラスト水及び沈殿物の規制及び管理のための国際条約」（2004 年 2 月

採択、2017 年 9 月発効）を受けて、海防法は改正され、2017 年 9 月に施行されています。 

 海洋ごみ（漂流・漂着・海底ごみ）は、生態系を含めた海洋環境の悪化や海岸機能の低下、景観

への悪影響、船舶航行の障害、漁業や観光への影響等、様々な問題を引き起こしています。ま

た、近年、マイクロプラスチック（5mm 以下の微細なプラスチックごみ）による海洋生態系への

影響が懸念されており、世界的な課題となっています。 

【土壌汚染・有害物質等】 

 土壌汚染対策法における特定有害物質とは、土壌や地下水に含まれることが原因で人の健康に被

害を生ずるおそれがある有害物質のことです。鉛や砒素等が土壌汚染対策法施行令で定められて

います。現在、揮発性有機化合物、重金属等、農薬等・PCB の 26 物質が指定されています。 

 自然災害及び災害に起因する事故等による PCB 含有トランスや重油タンクの破壊・漏出等によ

り、地域社会に対して重大な被害を及ぼす可能性があります。実際に災害・事故等により有害物

質等の漏出が生じた場合には、地域社会の安全な生活を阻害する可能性があります。また、広範

囲に及ぶ場合には、生物等も含め、多大な影響を長期に与えることも想定されます。 

 そのため、これらの事態を想定した際の漏出防止に関する対策状況を、ステークホルダーに伝え

ることが必要です。また、実際に事態が生じた場合には、被害の影響を伝えるために、有害物質

等の漏出量について適時に報告することが求められます。 

 また、これらの有害物質等を保管している事業者は、保管する有害物質等の量について、記載す

ることが望まれます。なお、保管量を記載する有害物質等の種類に関しては、PRTR 制度等に関連

付けて報告することも有用です。 
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2) 汚染予防に関する問題が事業にどう関係するのか 

 法的リスク：汚染を引き起こしたことにより他者に損害を与えた場合、原因となった事業者には

損害賠償の責任が発生します（環境賠償責任）。汚染の原因者の故意や過失や、汚染の因果関係が

明確に立証されずとも、損害賠償などの訴訟を起こされるリスクがあります。また、汚染を除去

し原状回復にかかるコストを負担することになります（汚染者負担の原則）。その結果、事業の収

益性が悪化するリスクがあります。 

 法的リスク：新興国でも環境法の強化が続いており、海外も含めて操業する国・地域で法令遵守

のための管理体制を適切に構築、運用していなければ、法令違反のリスクがあります。 

 評判リスク：汚染の発覚や訴訟事件の発生により、深刻な評判リスクにさらされます。特に、発

展途上国で健康被害を発生させるような公害問題は、事業者が早急に取り組むべき重要な環境課

題です。 

 財務リスク：保有する土地の汚染が判明した場合など、適切に除去等の対策をとらなければ、資

産価値が著しく下落するリスクがあります。 

 事業機会：高いコンプライアンス実績を示すことで、操業許可の取得や更新、検査等の手続きが

簡素化されたり、優良事業者として認定されることで事業拡大につなげられたりする可能性があ

ります。 

図表 2 汚染予防に関する問題が事業に与えるリスク・機会の例 

 

 事業者は、まず、汚染予防に関するコンプライアンスとして、自社のサイト（事業所）と操業過

程から生じる環境負荷の管理と、関連する環境法規制の遵守を確実にする必要があります。 

 さらに、事業機会やブランドイメージを考えれば、自社製品の廃棄段階で生じる環境負荷の低減

や、事業に必要な原料の採掘段階、部品・資材のサプライヤーでの生産段階などで生じる環境負

荷の低減、公害防止など、自社のバリューチェーン全体を見渡して、環境影響が及ぶ空間的な広

さや時間的な長さを十分にとって考えることが重要です。 

 事業者は、公害対策が不十分な地域での操業や販売、またはそうした地域からの調達などにあた

り、汚染予防の視野を広げて関連リスクや機会を考える必要があります。日本の国内法対応だけ

ではなく、グローバルバリューチェーンで起こる問題についても留意し、世界全体の環境負荷低

減と汚染予防に貢献する事業機会を考えることが肝要です。 
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 また、事故や災害を発生させないための予防策と、万一の発生に備えておくことも必要になりま

す。 

(2) 用語解説 

 汚染者負担の原則（Polluter-Pays Principle：PPP）： 

公害防止のために必要な対策を取ったり、汚された環境を元に戻すための費用は、汚染物質を出し

ている者が負担すべきという考え方。経済協力開発機構（OECD）が 1972 年に提唱し、世界各国

で環境政策における責任分担の考え方の基礎となった。⇒続き（EIC ネット）7 

 環境賠償責任、無過失賠償責任： 

環境汚染の原因者としての事業者責任について、伝統的な不法行為理論を修正し、事業者の無過失

賠償責任を法制的に確立したもの。大気、水、土壌等を経由した健康被害等の損害に関して、加害

者の不法行為（故意または過失によって他人の権利を侵害し、損害を与えること）を被害者が立証

し因果関係を確定することの困難を緩和するもの。 

 長距離越境大気汚染条約： 

国連欧州経済委員会（Economic Commission for Europe; ECE）による、歴史上初の越境大気汚染

に関する国際条約。環境大臣会合に採択された枠組み条約であり、ヨーロッパ諸国を中心に、米国、

カナダなど 49 カ国（当時の EC 含む）が加盟（日本は加盟していない）。1979 年締結、1983 年発

効。⇒続き（EIC ネット） 

  

                                                   
7 EIC ネット（（財）環境イノベーション情報機構）（2019 年 3 月閲覧） http://www.eic.or.jp/ 

http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&ecoword=%B1%F8%C0%F7%BC%D4%C9%E9%C3%B4%B8%B6%C2%A7
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=1764
http://www.eic.or.jp/
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(3) 報告事項ごとの記載の留意点 

1) 重要課題は何か？どのように特定したか？～認識の説明～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 9．重要な環境課題の特定方法） 

□ 特定した環境課題を重要であると判断した理由 

【重要性の判断の視点】 

 重要性を判断するにあたっては、次の 2 つの視点で臨むことが大切です。 

 固有リスクの視点 

一般的に、我が国の事業者は公害防止や法令遵守に関する管理度合いが高いと考えられます

が、不測の事態や何らかのエラーによる管理機能不全が全く起きないとは言えません。もし

もこうした管理が不十分な場合に重大な環境汚染を引き起こす恐れのある技術、工程、原料

がある場合には、より高いレベルでの管理が適切かつ十分に行われていることが期待される

ため、それについて説明することが望まれます。 

 バリューチェーン全体の視点 

関係会社の範囲内で重大性が低いと思われても、特にブランド価値を重要視する業種では、

サプライチェーン上も含めて検討することが有用です（詳細解説「リスクマネジメント」を

参照）。 

輸送や販売、使用、廃棄に際して取扱を誤ると環境汚染を引き起こす恐れのある物質が製品

に含まれる場合には、取り扱い方法について輸送者、使用者、廃棄処理者に適切に伝えるこ

とが重要になります。製品表示や物質情報提供に関する法規制に留意するとよいでしょう

（参考資料「5. 化学物質」を参照）。 

 

2) 重要課題へどのように対応するのか？～戦略の記述～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 取組方針・行動計画 

【法令遵守】 

 経営層が法令遵守への強い意志を組織内に示すとともに（方針）、環境汚染の予防に関する法令・

条例、協定・自主規制を遵守するための管理手法を説明します。 

 取組目標は必須ではありませんが、環境コンプライアンスの実績（法規制違反の内容または違反

がない場合はその旨）を報告することで、管理能力を示すことができます。 

【大気汚染】 

 排出規制項目の遵守状況を始めとして、大気汚染物質の排出の状況及びその防止の取組について、

方針、計画、目標、取組状況及び改善策等を記載します。 

 慢性的な大気汚染により健康被害が生じていると指摘される地域（海外を含む）では、ステークホ
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ルダーの関心に応じた汚染物質の排出量の削減取組などの情報開示が望まれます。 

 大気汚染防止法で設置の届出やばい煙等の測定義務がある施設（ばい煙発生施設、揮発性有機化合

物排出施設、一般粉じん発生施設、水銀排出施設）の保有（設置）状況や測定結果等、また、石綿

使用自社所有建築物・工作物での石綿使用の実態調査の有無や解体・改造等に関する届出なども必

要に応じて報告をすることが望まれます。 

【水質汚濁・海洋汚染】 

 排水基準項目の遵守状況を始めとして、水質汚濁物質の排出の状況及びその防止の取組につい

て、方針、計画、目標、取組状況及び改善策等を記載します。 

 飲料水や地下水の質量や閉鎖性水域の水生生物等に影響が生じやすい操業地域では、ステークホ

ルダーの関心に応じた情報開示が望まれます。 

 使用時に拡散・浸透して地域の水系に影響を及ぼす農薬・殺虫剤等の製品や使用後に海洋汚染の

原因となり得るプラスチック製品等について、低環境負荷製品の開発・販売、使用済み製品や容

器包装の回収実績及び回収システム構築への貢献、河川・沿岸の環境美化の取組など、バリュー

チェーン全体を考慮した戦略がある場合は記載します。 

【土壌汚染・有害物質等】 

 災害・事故等により漏出した場合に周囲が危険な状態になる可能性のある有害物質等（危険物質

を含む）について、その漏出防止についての方針や取組状況等を記載します。 

 なお、実際に有害物質等の漏出が発生した場合には、その漏出量等についても記載します。 

【リスク・機会による財務的影響が大きい場合】 

 汚染予防に関連するリスク・機会による財務的影響が大きい場合は、影響額と算定方法を開示す

ることが望ましいです。 

 汚染予防に関わる影響の状況として、例えば以下を開示することが望ましいです。 

 環境汚染に伴う浄化費用の変化・見通し 

 健康被害に伴う補償費用の変化・見通し 

 地域における有害物質排出による事業者の評価の変化・見通し 

 汚染予防は、その発生を回避し、発生のリスクを低減する措置をとることがより重要ですが、万

一に備え環境賠償責任に関する保険をかけている場合は、その費用支出についても報告すること

ができます。 
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3) 進捗管理と実績の報告～指標・目標～ 

【報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 第 2 章 10．事業者の重要な環境課題） 

□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 

□ 実績評価指標の算定方法 

□ 実績評価指標の集計範囲 

□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

 取組方針・行動計画の進捗状況の進捗管理と実績報告のために、適切な実績評価指標を設定します。

国内外の政策指標を参考にすることもできます。 

 取組の実施結果を実績評価指標で評価し、取組目標と対比し、取組方針・行動計画の進捗状況を説

明します。 

 以下に、実績評価指標の参考となる報告事項を例示し、留意点や一般的な算定例等を説明していま

すが、ビジネスモデル等、各社の特性に応じた実績評価指標を設定することが重要です。 

 

【参考となる報告事項】（環境報告ガイドライン 2018 年版 参考資料 6．汚染予防） 

全般 

□ 法令順守の状況 

大気保全 

□ 大気汚染規制項目の排出濃度、大気汚染物質排出量 

水質汚濁 

□ 排水規制項目の排出濃度、水質汚濁負荷量 

土壌汚染 

□ 土壌汚染の状況 

ア 全般 

(ア) 留意点 

 法令遵守の状況については、法規制への違反の有無、違反があった場合にはその内容、環境への

影響の内容、とられた対策についての情報が開示されることが信頼性の点から重要です。行政へ

の報告や影響を受ける工場周辺住民への情報提供が遅滞なく行われることは当然として、年次の

環境報告においては上記の概要を、また個別の詳細情報はサイトレポートを通じて行うことが有

用です。 

 法令違反の発生又は認識時点が報告対象期間より前であっても、それが報告対象期間に影響を及

ぼす場合には、その法令違反について説明することが望まれます。その事例としては、影響の大

きかった過去の法令違反が現在までコンプライアンス対応に影響している場合があります。 
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 法令遵守の範囲を超えた事業者の活動（法令では求められていないものの、事業者が自主的に土

壌汚染調査を実施し、その結果を開示する場合など）を記載することも可能です。 

 サプライチェーンにおいても重要な法令違反等については、記載が望まれます。 

 諸外国でも多くの国で、汚染予防に関する独自の法規制が存在します。各国で法規制の対象とな

る汚染物質は異なるため、環境報告においては、各国でそれぞれ法規制の対象となっている物質

を算定報告する場合もありますし、自社グループで特に重要と考える物質を定めてグループ全体

で同じ物質を集計開示する場合もあります。 

 

イ 大気保全 

(ア) 留意点 

【報告対象】 

 （例）NOx、SOx、残留性有機汚染物質（POPs）、揮発性有機化合物（VOC）、ばいじん・粉じ

ん・粒子状物質（PM）、水銀、その他有害大気汚染物質等の、関連規制で定める重大な大気排出

物の量（キロ、トン等の重量単位）。我が国の場合は大気汚染防止法やダイオキシン類対策特別措

置法に基づきます。我が国以外の地域での大気排出については、当該地域の法令や規制基準に基

づきます。 

 使用した排出係数の情報源 

 使用した基準、方法、前提条件、計算方法 

 異なった基準や方法を使用した場合は、それらを選択した根拠 

【報告方法】 

 大気汚染や生活環境に係る濃度及び負荷量： 

地域への影響が大きいと考えられるため、事業所毎の規制値と最大濃度、汚染負荷量を公表する

ことが期待されます。 

 計量証明書では、規制値と比較するために、設備ごとに定められた残存酸素濃度に換算した濃度

（O2換算濃度）で記載されており、汚染負荷量の算定において排ガス量に乗じる濃度は、O2換算

濃度でなく実測濃度で行うことに留意が必要です。 

 時系列で改善の推移を示したりより透明性を高めるには、事業所毎の排出量内訳を示すことが有

用です。次の内訳でデータを提供するとよいでしょう。 

 事業単位別、または施設別 

 国別 

 排出源の種類別 

 活動の種類別 
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【製品の環境情報】 

 製品の使用段階で大気環境の改善に資するものがあれば、説明することが有用です（報告は、汚

染予防の項目内でなくともかまいません）。 

 

(イ) 一般的な計算例 

 排出量の直接的な測定、拠点別の測定データに基づく計算、公開されている排出係数に基づく計算、

推計などの方法があります。推計の場合は、推計値の根拠を明示する必要があります。 

【硫黄酸化物（SOx）排出量】 

原料又は燃料中の硫黄分から算出する場合＊1 

① SOx排出量（t） 

＝原材料又は燃料使用量（L）×原材料又は燃料の密度（g /cm3） 

×原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合（重量%）÷100 

×（1－脱硫効率(%)÷100）×64/32×10-3 

② SOx排出量（t） 

＝原材料又は燃料使用量（kg）×原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合（重量%）÷100 

×（1－脱硫効率(%)÷100）×64/32×10-3 

③ SOx排出量（t） 

＝原材料又は燃料使用量（Nm3）×原材料又は燃料中の硫黄分の成分割合（容量%） 

×（1－脱硫効率(%)÷100）×64/22.4×10-3 

*1 公害健康被害の補償等に関する法律施行規程第3条に定める算定方式を援用 

排出ガス中の硫黄酸化物濃度から求める場合＊2 

① 硫黄酸化物（SOx）排出量（t） 

＝SOx濃度（ppm）×10-6×乾き排出ガス量（Nm3 /h）×施設の年間稼働時間（h） 

×64/22.4×10-3 

② 硫黄酸化物（SOx）排出量（t） 

＝時間当たりのSOxの量（Nm3 /h）×施設の年間稼働時間（h）×64/22.4×10-3 

*2 硫黄酸化物（SOx）濃度を毎月測定している場合は、各月のSOx濃度と各月の排出ガス量（＝時間当たり排出ガス

量×稼働時間）を乗じた値を合計して算出します。 

時間当たり硫黄酸化物（SOx）量（Nm3 /h）を毎月測定している場合は、各月の時間当たりのSOx排出量と各月の

稼働時間を乗じた値を合計して算出します。 

SOx排出量は施設ごとに算出したSOx排出量の合計量です。 

脱硫装置を設置している場合は、脱硫装置出口の SOx 濃度（又は時間当たり排出量）を用います。 
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【窒素酸化物（NOx）排出量】 

排出ガス中の窒素酸化物濃度から求める場合＊3 

① 窒素酸化物（NOｘ）排出量（t） 

＝NOx濃度(ppm）×10-6×乾き排出ガス量（Nm3 /h）×施設の年間稼働時間（h） 

×46/22.4×10 

② 窒素酸化物（NOx）排出量（t） 

＝時間当たりのNOxの量(Nm3 /h）×施設の年間稼働時間（h）×46/22.4×10 

*3 窒素酸化物（NOx）濃度を毎月測定している場合は、各月のNOx濃度と各月の排出ガス量（＝時間当たり排出ガ

ス量×稼働時間）を乗じた値を合計して算出します。 

時間当たり窒素酸化物（NOx）量（Nm3 /h）を毎月測定している場合は、各月の時間当たりのNOx排出量と各月

の稼働時間を乗じた値を合計して算出します。 

NOx排出量は施設ごとに算出したNOx排出量の合計量です。 

脱硝装置を設置している場合は、脱硝装置出口のNOx濃度（又は時間当たり排出量）を用います。 

 

ウ 水質汚濁 

(ア) 留意点 

 排水規制項目の排出濃度並びに水質汚濁負荷量：水質汚濁負荷量については、水質汚濁防止法及

びダイオキシン類対策特別措置法に基づく排水規制項目（健康項目、生活環境項目、ダイオキシ

ン類）の排出濃度（平均値、最大値）並びに水質汚濁防止法等の総量規制対象項目で示した汚濁

負荷量を記載します。なお、排水規制項目の遵守状況を表すには、事業所別に排水規制項目の法

規制値等（条約、協定を含む）と排出濃度（最大値）を対照させることが望まれます。我が国以

外の地域での廃水については、当該地域の法令や規制基準に準じて報告を行います。  

 排水規制項目の排出濃度のうち、健康項目及び生活環境項目（pH、大腸菌群数以外）については

リットル当たりミリグラム（mg /L）単位で、ダイオキシン類についてはリットル当たりピコグラ

ム（pg-TEQ /L）単位で記載します。 

 排水の汚濁負荷量について掲載する際は、下水への排水に含まれる汚濁負荷量は、そのまま公共

用水域に排出されないため、これに合算しません。 

 総量規制対象地域から排出される排水の汚濁負荷量については、トン又はその他の単位で記載し

ます。 

 排水に含まれる化学物質の毒性を総体的に評価し、生物への影響を把握する手法として、生物応

答（バイオアッセイ）を用いた手法も有効とされています。また、水の使用・排出に伴う河川及

び流域への負担（ストレス）についても、国際的にその測定方法が検討されています。このよう

な測定方法に関して、その結果が合理的であると判断される場合には、その内容を開示すること

が望まれます。さらに、取水や排水による地域や河川への影響や環境配慮の取組についても、記

載することが望まれます。 
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(イ) 一般的な計算例 

【水質汚濁負荷量】 

CODに係る汚濁負荷量（t） 

＝特定排出水のCOD濃度（mg /L）×年間の特定排出水量（m3）×10-6 

窒素含有量に係る汚濁負荷量（t） 

＝特定排出水の窒素濃度（mg /L）×年間の特定排出水量（m3）×10-6 

りんに係る汚濁負荷量（t） 

＝特定排出水のりん濃度（mg /L）×年間の特定排出水量（m3）×10-6 

（注1） 複数の排出口から排水している場合は、各々の排出口ごとに汚濁負荷量を算定し、それらを合計し

ます。 

（注2） 水質汚濁防止法上の総量規制の対象でない事業者については、上記算定式において「年間の特定

排出水量」を「総排水量」と読み替え、「特定排出水のCOD（窒素、りん）濃度」には排出水中

のそれぞれの濃度を用いて算定します。 

（注3） 総量規制項目以外の健康項目、生活環境項目、ダイオキシン類等について、汚濁負荷量を算定す

る時は、上記算出式において「年間の特定排出水量」を「総排出量」と読み替え、「特定排出水量

のCOD（窒素、りん）濃度」には排出水中のそれぞれの濃度を用いて算出します。 

（注4） 特定排出水のCOD、窒素、りんの各濃度を毎月測定している場合は、［各月の測定濃度］×［各

月の排水量］を12ヶ月間分合計して年間のCOD／窒素／りんに係る汚濁負荷量を算出します。 

（注5） 「特定排出水」とは、排出水（特定事業場（特定施設を設置する工場又は事業場）から公共用水

域に排出される水）のうち、特定事業場において事業活動その他の人の活動に使用された水であ

って、専ら冷却用、減圧用その他の用途でその用途に供することにより汚濁負荷量が増加しない

ものに供された水以外のものを言います（水質汚濁防止法施行規則第1条の5）。 

（参考資料） 

「化学的酸素要求量に係る汚濁負荷量の測定方法（昭和54年5月16日環境庁告示第20号）」、「窒素含有量に係る汚

濁負荷量の測定方法（平成13年12月13日環境省告示第77号）」、「りん含有量に係る汚濁負荷量の測定方法（平成

13年12月13日環境省告示第78号）」 
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エ 土壌汚染 

(ア) 留意点 

 土壌汚染・地下水汚染の状況については、土壌汚染対策法に基づく調査や自主的に実施した調査

の状況について記載することが期待されます。 

 

オ 有害物質等 

(ア) 留意点 

 有害物質等とは、災害・事故等で漏出した場合、周辺の人の健康、動植物、生態系、財産に重要

な害を及ぼす可能性のある物質・物品を指し、特定管理産業廃棄物（アスベスト、PCB（ポリ塩

化ビフェニル）等）、高圧ガス、危険物、放射性物質等が含まれます。 

 有害物質等の漏出量は、所在不明となった保管量等の推定値によることが可能です。その場合に

は、算定方法等を記載する必要があります。また、算定が困難等により、漏出量を記載すること

ができない場合には、その旨と理由を記載します。 

 保管量を記載する場合には、行政機関等への届出数値等に基づいて記載することができます。

（PCB 廃棄物適正処理特別措置法に基づく届出等） 

 有害物質等の保管量は、期末保管量、年間最大保管量及び年間平均保管量を記載することが望ま

れます。 
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(4) 参考になる実例 

実例１ 太平洋セメント株式会社 

 

（出所）太平洋セメント株式会社「CSR REPORT 2018」  
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実例２ 大和ハウス工業株式会社 

 

（出所）大和ハウス工業株式会社「大和ハウスグループ サステナビリティレポート 2018」  
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(5) 参照できる文献類 

○ 環境省「大気汚染防止法」（http://www.env.go.jp/air/osen/law/） 

○ 環境省「水質汚濁防止法」（https://www.env.go.jp/water/mizu.html） 

○ 環境省「土壌汚染対策法」（http://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html） 

○ 環境省「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」

（http://www.env.go.jp/recycle/poly/law/） 

○ 経済産業省「高圧ガス保安法」

（http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/hipregas/hourei/inde

x.html） 

○ 厚生労働省「労働安全衛生法」

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/index.

html） 

○ 厚生労働省「毒物及び劇物取締法」

（http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/dokuindex.html） 

○ 総務省「消防法」（http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/shoubou.html） 

○ 国土交通省「下水道法」

（http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000470.html） 

○ 原子力規制委員会「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

（http://www.nsr.go.jp/law_kijyun/law/003/index.html） 

 

○ CDP「水質問書」 

○ EU（欧州連合）「非財務報告ガイドライン（2017/C215/01）」 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「GRI スタンダード」 

 GRI 103：マネジメント手法 2016 

 GRI 305：大気への排出 2016 

 GRI 306：排水および廃棄物 2016 

 GRI 307：環境コンプライアンス 2016 

○ GRI（グローバル・レポーティング・イニシアティブ）「G4 サステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドライン」 

 セクター別開示項目（石油・ガス、鉱業、電力事業、建設・不動産、空港運営、金融サー

ビス） 

○ SASB（米国サステナビリティ会計基準審議会）「サステナビリティ会計基準」 

 分野別基準（抽出物・金属加工、運輸、資源転換、食品・飲料、一般消費財、再生可能・代

替エネルギー、インフラストラクチャー） 
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